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電気事業法に基づく経済産業大臣の処分に係る審査基準等 

 

電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）に基づく経済産業大臣の処分に係る行政手続法（平成５年

法律第８８号）第５条第１項の規定による審査基準及び第１２条第１項の規定による処分の基準は、次

のとおりとする。 

 

第１ 審査基準 

（１）第２条の２の小売電気事業の登録 

第２条の２の小売電気事業の登録に係る審査基準については、第２条の５第１項各号に登録の

拒否の要件が規定されているところであり、同項第４号のより具体的な基準は、次のとおりとす

る。 

① 当面見込まれる小売供給の相手方の電気の需要の最大値（以下「最大需要電力」という。）を適

切に見込んでいないこと、その出力変動を考慮せずに太陽電池発電設備又は風力発電設備を供給

能力として見込んでいること、卸電力取引市場における過去の約定量等に照らして当該卸電力取

引市場からの調達量を供給能力として過大に見込んでいることその他の理由により、最大需要電

力に応ずるために必要な供給能力を確保できる見込みがないと認められる者 

② 小売電気事業を適正かつ確実に遂行できる見込みがないと認められること、小売供給の業務の

方法又は小売供給に係る料金その他の供給条件についての小売供給の相手方からの苦情及び問合

せを適切かつ迅速に処理できる体制が整備される見込みがないと認められること、事業上のリス

クの分析及び対策を踏まえた事業計画が作成されていないこと、 暴力団員による不当な行為の

防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団

員」という。）又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者（以下「暴力団員等」という。）

であること、法人でその役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をい

い、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する

社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を

含む。）のうちに暴力団員等のあるものであること、暴力団員等がその事業活動を支配する者であ

ることその他の理由により、電気の使用者の利益の保護のために適切でないと認められる者 

 

（２）第２条の６第１項の小売電気事業の変更登録 

第２条の６第１項の小売電気事業の変更登録に係る審査基準については、同条第３項において

読み替えて準用する第２条の５第１項各号（第２号を除く。）に変更登録の拒否の要件が規定され

ているところであり、同項第４号のより具体的な基準は、例えば、当面見込まれる小売供給の相

手方の最大需要電力を適切に見込んでいないこと、その出力変動を考慮せずに太陽電池発電設備
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又は風力発電設備を供給能力として見込んでいること、卸電力取引市場における過去の約定量等

に照らして当該卸電力取引市場からの調達量を供給能力として過大に見込んでいることその他

の理由により、最大需要電力に応ずるために必要な供給能力を確保できる見込みがないと認めら

れる者とする。 

 

（３）第３条の一般送配電事業の許可 

第３条の一般送配電事業の許可に係る審査基準については、第５条各号に許可の基準が規定さ

れているところであり、より具体的には、次のような場合とする。 

① 一般送配電事業の開始が、その供給区域における電気の供給の要請に応じて行われるものであ

る場合［第１号要件］ 

② 一般送配電事業を健全な状態において長期的に継続して遂行するための設備資金、運転資金等

の調達方法、有利子負債の返済計画の確実性、自己資本の健全性及び経営の堅実性等の財政面の

確実性並びに技術スタッフの組織及び個々の担当者の経歴等の一般送配電事業の用に供する電気

工作物の維持及び運用並びに保安確保の面からの技術的能力がある場合（現に資金等を所有して

いない、又は技術者がいないものの、事業を遂行するに至るまでにこれらを確保し得る確実性を

有している場合を含む。）［第２号要件］ 

③ 需要想定、供給力の算定、重要な許認可の取得状況等から見て、一般送配電事業の計画が確実

な資料によるものである場合［第３号要件］ 

④ 電気工作物の電気の供給の最大能力及び調整力（一般送配電事業以外、例えば、第２条第２項

の規定により一般送配電事業とみなされる事業の用に供する電気工作物の能力は除外する。）が、

その供給区域の需要に対し、不足しない場合［第４号要件］ 

⑤ 一般送配電事業の開始により、許可申請された一般送配電事業者と既存の一般送配電事業者若

しくは配電事業者との関係において、又は許可申請された一般送配電事業者自身において、その

供給区域の需要に対する電気の供給のための電気工作物（供給区域内にある電気工作物に限らず、

供給区域外の送電用、配電用及び変電用の電気工作物も含む。）が著しく過剰（過剰が著しいか否

かについては、社会通念によって判断するものとする。）とならないと認められる場合［第５号要

件］ 

⑥ ①から⑤までに掲げる場合のほか、公共の利益の増進のため必要かつ適切である場合、より具

体的には、例えば、次のような場合とする。［第６号要件］ 

イ 一の電気事業を超えた電気事業全体としての総合的立場からの合理性の有無の観点から、全

国的な電力の低廉かつ安定的な供給を担うべき事業としての事業の適切性及び国民経済の発

達を図る上で必要な電力供給を行う事業としての必要性を有していると判断される場合 

ロ 暴力団員等でないこと、法人でその役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれら

に準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対

し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するも
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のと認められる者を含む。）のうちに暴力団員等のあるものでないこと、暴力団員等がその事業

活動を支配する者でないことにより公共の利益の増進のため適切であると判断される場合 

 

（４）第７条第３項の規定による指定期間の延長 

第７条第３項の規定による指定期間の延長に係る審査基準については、例えば、次のような正

当な理由がある場合とする。 

① 天災その他不測の事故により事業を開始できない場合 

② 需要が当初の見込みから大きく落ち込み、事業開始予定時点で実際に事業開始がなされると供

給過剰に陥ることが明らかである場合等、当初予想されなかった景気変動、補償問題等の社会的

経済的事情により事業を開始できない場合 

 

（５）第８条第１項の供給区域の変更の許可 

第８条第１項の供給区域の変更の許可に係る審査基準については、第３条の一般送配電事業の

許可に係る審査基準を準用するものとする。 

 

（６）第８条第２項において準用する第７条第３項の規定による指定期間の延長 

第８条第２項において準用する第７条第３項の規定による指定期間の延長に係る審査基準に

ついては、第７条第３項の規定による指定期間の延長に係る審査基準を準用するものとする。 

 

（７）第１０条第１項の規定による一般送配電事業の譲渡し及び譲受けの認可 

第１０条第１項の規定による一般送配電事業の譲渡し及び譲受けの認可に係る審査基準につ

いては、譲受者について、第３条の規定による一般送配電事業の許可に係る審査基準を準用する

ものとする。 

 

（８）第１０条第２項の規定による一般送配電事業者たる法人の合併及び分割の認可 

第１０条第２項の規定による一般送配電事業者たる法人の合併及び分割の認可に係る審査基

準については、合併後及び分割後の法人について、第３条の規定による一般送配電事業の許可に

係る審査基準を準用するものとする。 

 

（９）第１４条第１項の一般送配電事業の休廃止の許可 

第１４条第１項の一般送配電事業の休廃止の許可については、同条第３項に許可の基準が規定

されており、更に具体的な審査基準を作成することは困難であるため、審査基準は作成しない。 

 

（１０）第１４条第２項の一般送配電事業者たる法人の解散の決議等の認可 

第１４条第２項の一般送配電事業者たる法人の解散の決議等の認可については、同条第３項に
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認可の基準が規定されており、更に具体的な審査基準を作成することは困難であるため、審査基

準は作成しない。 

 

（１１）第１７条の２第１項の託送供給等に係る収入の見通しの承認 

第１７条の２第１項の託送供給等に係る収入の見通しの承認に係る審査基準については、同条

第３項に承認の基準が定められているところであり、より具体的には、「一般送配電事業者による

託送供給等に係る収入の見通しに係る審査要領」（別添１）のとおりとする。 

 

（１２）第１７条の２第４項の託送供給等に係る収入の見通しの変更の承認 

第１７条の２第４項の託送供給等に係る収入の見通しの変更の承認に係る審査基準について

は、同条第５項に承認の基準が規定されており、更に具体的な審査基準を作成することは困難で

あるため、審査基準は作成しない。 

 

（１３）第１８条第１項の託送供給等約款の認可及び変更の認可 

第１８条第１項の託送供給等約款の認可及び変更の認可に係る審査基準については、同条第３

項に認可の基準が定められているところであり、より具体的には、「一般送配電事業託送供給等約

款料金審査要領」（別添２）のとおりとする。 

 

（１４）第１８条第２項ただし書の託送供給等約款以外の供給条件の認可 

第１８条第２項ただし書の託送供給等約款以外の供給条件の認可に係る審査基準については、

同項に認可の基準が定められているところであり、より具体的には、例えば、次のような場合と

する。 

① 託送供給等を行うに当たり、新たに建設する送電線に多額の費用を要する場合 

② 天災地変による災害を受けた地域について、緊急に、かつ、臨時的に料金を割り引く等の措置

を行う必要が生じた場合 

③ 広域的運営推進機関から電源入札等を実施した場合に必要となる電源入札拠出金（将来の一定

期間における電気の需要に応ずるために必要と見込まれる供給能力が不足することが明らかにな

った場合に、広域的運営推進機関が実施する電源入札等に係るものに限る。以下同じ。）を課され

た場合 

 

（１５）第２０条第２項ただし書の最終保障供給約款以外の供給条件の承認 

第２０条第２項ただし書の最終保障供給約款以外の供給条件の承認に係る審査基準について

は、同項に承認の基準が定められているところであり、より具体的には、例えば、天災地変によ

る災害を受けた地域について、緊急に、かつ、臨時的に料金を割り引く等の措置を行う必要が生

じた場合とする。 
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（１６）第２０条の２第１項の指定区域の指定 

第２０条の２第１項の指定区域の指定に係る審査基準については、同項に指定の基準が定めら

れているところであり、より具体的には、例えば、次のような場合とする。 

① 主要電線路から電気的に独立して当該区域内における電線路を維持し、及び運用する際に必要

な費用が、主要電線路と電気的に接続して電線路を維持し、及び運用する際に必要な費用と比べ

て下回ることにより、一般送配電事業の効率的な運営に資すると認められる場合［第１号要件］ 

② 主要電線路から電気的に独立して当該区域内における電線路を維持し、及び運用する際に見込

まれる停電時間が、主要電線路と電気的に接続して電線路を維持し、及び運用する際に見込まれ

る停電時間と比べて下回ることにより、当該区域の安定供給を阻害するおそれがないと認められ

る場合［第２号要件］ 

③ 需要想定、供給力の算定等から見て、指定区域における一般の需要に応ずる電気の供給を保障

するための電気の供給の開始に向けた計画（地方公共団体、その託送供給等約款により電気の供

給を受けることとなる者、指定区域内の電気の使用者その他の関係者に対する指定区域の申請を

行う旨やその概要についての説明会の開催その他の方法による説明の実施実績を含む。）が確実

な資料によるものである場合［第２号要件］ 

 

（１７）第２１条第２項ただし書の離島等供給約款以外の供給条件の承認 

第２１条第２項ただし書の離島等供給約款以外の供給条件の承認に係る審査基準については、

同項に承認の基準が定められているところであり、より具体的には、例えば、次のような場合と

する。 

① 天災地変による災害を受けた地域について、緊急に、かつ、臨時的に料金を割り引く等の措置

を行う必要が生じた場合 

② 需要の特殊性から、供給区域内の離島等の需要家と一律の取引を行うことを前提としてあらか

じめ約款という形式で定めることが困難又は無意味な場合 

 

（１８）第２２条の２第１項ただし書の一般送配電事業者の兼業の認可 

第２２条の２第１項ただし書の規定による認可に係る審査基準については、同条第２項に認可

の基準が規定されており、更に具体的な審査基準を作成することは困難であるため、審査基準は

作成しない。 

 

（１９）第２４条第１項の供給区域外に設置する電線路による供給の許可 

第２４条第１項の供給区域外に設置する電線路による供給の許可に係る審査基準については、

同条第２項に許可の基準が規定されているところであり、より具体的には、次のような場合とす

る。 
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① その供給が他の一般送配電事業者の供給区域における需要に応じ行われるものであるときは、

当該他の一般送配電事業者がその供給を行うことが、距離、地形、供給力等の面から技術的要因

その他の事情により容易ではなく、かつ、経済的、技術的に合理性が認められない場合［第１号

要件］ 

② 供給を行おうとする一般送配電事業者の供給区域内の電気の使用者の利益が、その行おうとす

る供給の場所、規模、供給条件、当該一般送配電事業に及ぼす影響その他の事情を総合して判断

した上で、著しく阻害されるおそれがないと認められる場合［第２号要件］ 

 

（２０）第２７条の４の送電事業の許可 

第２７条の４の送電事業の許可に係る審査基準については、第２７条の６各号に許可の基準が

規定されているところであり、より具体的には、次のような場合とする。 

① 送電事業の開始が、その振替供給の相手たる一般送配電事業者又は配電事業者の要請に応じて

行われるものである場合［第１号要件］ 

② 送電事業を健全な状態において長期的に継続して遂行するための設備資金、運転資金等の調達

方法、有利子負債の返済計画の確実性、自己資本の健全性及び経営の堅実性等の財政面の確実性

並びに技術スタッフの組織及び個々の担当者の経歴等の保安確保の面からの技術的能力がある場

合（現に資金等を所有していない、又は技術者がいないものの、事業を遂行するに至るまでにこ

れらを確保し得る確実性を有している場合を含む。）［第２号要件］ 

③ 重要な許認可の取得状況等から見て、送電事業の計画が確実な資料によるものである場合［第

３号要件］ 

④ 送電事業の開始により、一般送配電事業又は配電事業との間での設備の重複が広範にわたって

生じ、一般送配電事業者又は配電事業者の膨大な設備が不要となることによって一般送配電事業

者又は配電事業者の安定的かつ低廉な電気の供給が達成されなくなり、電気の使用者が安定的か

つ低廉な電気の供給を受けることができなくなる等その利益を阻害するおそれがない場合［第４

号要件］ 

⑤ ①から④までに掲げる場合のほか、公共の利益の増進のため必要かつ適切である場合、より具

体的には、例えば、次の場合とする。［第５号要件］ 

イ 一の電気事業を超えた電気事業全体としての総合的立場からの合理性の有無の観点から、全

国的な電力の低廉かつ安定的な供給を担うべき事業としての事業の適切性及び国民経済の発

達を図る上で必要な電力供給を行う事業としての必要性を有していると判断される場合 

ロ 暴力団員等でないこと、法人でその役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれら

に準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対

し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するも

のと認められる者を含む。）のうちに暴力団員等のあるものでないこと、暴力団員等がその事業

活動を支配する者でないことにより公共の利益の増進のため適切であると判断される場合 



 

7 

 

 

（２１）第２７条の７の２第３項の規定による指定期間の延長 

第２７条の７の２第３項の規定による指定期間の延長に係る審査基準については、例えば、次

のような正当な理由がある場合とする。 

① 天災その他不測の事故により送電事業を開始できない場合 

② 事業開始予定時点で実際に事業開始がなされるとその振替供給の相手方たる一般送配電事業者

又は配電事業者の電気の供給の要請に応じて行われるものとならないことが明らかである場合等、

当初予想されなかった景気変動、補償問題等の社会的経済的事情により送電事業を開始できない

場合 

 

（２２）第２７条の７の３第１項の規定による振替供給の相手方たる一般送配電事業者及び配電事業者

の変更の許可 

第２７条の７の３第１項の規定による振替供給の相手方たる一般送配電事業者及び配電事業

者の変更の許可に係る審査基準については、第２７条の４の送電事業の許可に係る審査基準を準

用するものとする。 

 

（２３）第２７条の７の３第２項において準用する第２７条の７の２第３項の規定による指定期間の延

長 

第２７条の７の３第２項において準用する第２７条の７の２第３項の規定による指定期間の

延長に係る審査基準については、第２７条の７の２第３項の規定による指定期間の延長に係る審

査基準を準用するものとする。 

 

（２４）第２７条の１１の２第１項ただし書の送電事業者の兼業の認可 

第２７条の１１の２第１項ただし書の規定による認可に係る審査基準については、同条第２項

に認可の基準が規定されており、更に具体的な審査基準を作成することは困難であるため、審査

基準は作成しない。 

 

（２５）第２７条の１２において準用する第１０条第１項の規定による送電事業の譲渡し及び譲受けの

認可 

第２７条の１２において準用する第１０条第１項の規定による送電事業の譲渡し及び譲受け

の認可に係る審査基準については、譲受者について、第２７条の４の規定による送電事業の許可

に係る審査基準を準用するものとする。 

 

（２６）第２７条の１２において準用する第１０条第２項の規定による送電事業者たる法人の合併及び

分割の認可 
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第２７条の１２において準用する第１０条第２項の規定による送電事業者たる法人の合併及

び分割の認可に係る審査基準については、合併後及び分割後の法人について、第２７条の４の規

定による送電事業の許可に係る審査基準を準用するものとする。 

 

（２７）第２７条の１２において準用する第１４条第１項の送電事業の休廃止の許可 

第２７条の１２において準用する第１４条第１項の送電事業の休廃止の許可については、同条

第３項に許可の基準が規定されており、更に具体的な審査基準を作成することは困難であるため、

審査基準は作成しない。 

 

（２８）第２７条の１２において準用する第１４条第２項の送電事業者たる法人の解散の決議等の認可 

第２７条の１２において準用する第１４条第２項の送電事業者たる法人の解散の決議等の認

可については、同条第３項に認可の基準が規定されており、更に具体的な審査基準を作成するこ

とは困難であるため、審査基準は作成しない。 

 

（２９）第２７条の１２の２の配電事業の許可 

第２７条の１２の２の配電事業の許可に係る審査基準については、第２７条の１２の４各号に

許可の基準が規定されているところであり、より具体的には、次のような場合とする。 

① 配電事業の開始が、その供給区域における電気の供給の要請に応じて行われるものである場合

［第１号要件］ 

② 配電事業を健全な状態において長期的に継続して遂行するための設備資金、運転資金等の調達

方法、有利子負債の返済計画の確実性、自己資本の健全性及び経営の堅実性等の財政面の確実性

並びに技術スタッフの組織及び個々の担当者の経歴等の配電事業の用に供する電気工作物の維持

及び運用並びに保安確保の面からの技術的能力がある場合（現に資金等を所有していない、又は

技術者がいないものの、事業を遂行するに至るまでにこれらを確保し得る確実性を有している場

合及び事業開始後当面の間、一般送配電事業者にその託送供給等の業務を委託する場合にあって

は、将来的に自ら託送供給等の業務を行う確実性を有している場合を含む。）［第２号要件］ 

③ 需要想定、供給力の算定、重要な許認可の取得状況等から見て、配電事業の内容（次に掲げる

計画を含む。）が確実な資料によるものである場合［第３号要件］ 

イ 休廃止等の計画 

ロ その供給区域内の地方公共団体、その託送供給等約款により電気の供給を受けることとなる

者、供給区域内の電気の使用者（配電事業者として託送供給を行うこととなる小売電気事業者

から電気の供給を受けることとなる者に限る。以下この③において同じ。）その他の関係者に対

する配電事業を営もうとする旨、その事業概要及び託送料金その他の供給条件についての説明

会の開催その他の方法による説明（以下この③において「説明会等」という。）の実施計画（既

に実施した説明会等の実績及び許可後であって事業開始前に行う説明会等の計画を含むもの
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に限る。） 

ハ 許可後であって事業開始前に行う供給区域内の電気の使用者に対する託送供給等の業務を

実施する主体が変更することについての通知の計画 

④ 電気工作物の電気の供給の最大能力及び調整力（配電事業以外、例えば、第２条第４項の規定

により配電事業とみなされる事業の用に供する電気工作物の能力は除外する。）が、その供給区域

の需要に対し、不足しない場合［第４号要件］ 

⑤ 配電事業の開始により、許可申請された配電事業者と既存の一般送配電事業者若しくは配電事

業者との関係において、又は許可申請された配電事業者自身において、その供給区域の需要に対

する電気の供給のための電気工作物（供給区域内にある電気工作物に限らず、供給区域外の送電

用、配電用及び変電用の電気工作物も含む。）が著しく過剰（過剰が著しいか否かについては、社

会通念によって判断するものとする。）とならないと認められる場合［第５号要件］ 

⑥ ①から⑤までに掲げる場合のほか、公共の利益の増進のため必要かつ適切である場合、より具

体的には、例えば、次のような場合とする。［第６号要件］ 

イ 一の電気事業を超えた電気事業全体としての総合的立場からの合理性の有無の観点から、地

域の電力の低廉かつ安定的な供給を担うべき事業としての事業の適切性及び国民経済の発達

を図る上で必要な電力供給を行う事業としての必要性を有していると判断される場合 

ロ 暴力団員等でないこと、法人でその役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれら

に準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対

し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するも

のと認められる者を含む。）のうちに暴力団員等のあるものでないこと、暴力団員等がその事業

活動を支配する者でないことにより公共の利益の増進のため適切であると判断される場合 

ハ 再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法（平成２３年法律第１０８号）第

１５条の２第２項に規定する調整交付金などの公益的な費用の処理を適切に行うと判断され

る場合 

ニ 一般送配電事業者、他の配電事業者又は特定送配電事業者との配電事業の実施に関し必要な

協議が調う見込みがあると認められる場合 

ホ 一般送配電事業者、他の配電事業者又は特定送配電事業者から譲り受け、又は借り受けた電

気工作物を配電事業の用に供しようとするときは、当該一般送配電事業者、他の配電事業者又

は特定送配電事業者と個人情報の保護の実施体制が同等であると認められる場合 

 

（３０）第２７条の１２の６第３項の規定による指定期間の延長 

第２７条の１２の６第３項の規定による指定期間の延長に係る審査基準については、例えば、

次のような正当な理由がある場合とする。 

① 天災その他不測の事故により事業を開始できない場合 

② 需要が当初の見込みから大きく落ち込み、事業開始予定時点で実際に事業開始がなされると供
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給過剰に陥ることが明らかである場合等、当初予想されなかった景気変動、補償問題等の社会的

経済的事情により事業を開始できない場合 

   

（３１）第２７条の１２の７第１項の供給区域の変更の許可 

第２７条の１２の７第１項の供給区域の変更の許可に係る審査基準については、第２７条の１

２の２の配電事業の許可に係る審査基準を準用するものとする。 

 

（３２）第２７条の１２の７第２項において準用する第２７条の１２の６第３項の規定による指定期間

の延長 

第２７条の１２の７第２項において準用する第２７条の１２の６第３項の規定による指定期

間の延長に係る審査基準については、第２７条の１２の６第３項による指定期間の延長に係る審

査基準を準用するものとする。 

 

（３３）第２７条の１２の１１第２項ただし書の託送供給等約款以外の供給条件の承認 

第２７条の１２の１１第２項ただし書の託送供給等約款以外の供給条件の承認に係る審査基

準については、同項に承認の基準が定められているところであり、より具体的には、例えば、次

のような場合とする。 

① 託送供給等を行うに当たり、新たに建設する配電線に多額の費用を要する場合 

② 天災地変による災害を受けた地域について、緊急に、かつ、臨時的に料金を割り引く等の措置

を行う必要が生じた場合 

③ 広域的運営推進機関から電源入札等を実施した場合に必要となる電源入札拠出金を課された場

合 

 

（３４）第２７条の１２の１２第１項の引継計画の承認 

第２７条の１２の１２第１項の規定による引継計画の承認に係る審査基準については、同条第

２項に承認の基準が規定されているところであり、より具体的には、引継計画又はその添付書類

に必要な事項が明確に記載され、かつ、次に掲げる全ての要件に適合し、託送供給等の業務の適

正かつ円滑なに引継ぎが確保されることが見込まれるときとする。 

① 一般送配電事業者、他の配電事業者又は特定送配電事業者（以下②、⑦及び⑧において「一般

送配電事業者等」という。）から譲り受け、又は借り受けた電気工作物の譲受価格若しくは借受価

格が公益的な費用の単価や額を踏まえ適切に設定されていると認められること 

② 配電事業者とその供給区域内の一般送配電事業者等との設備管理や業務等における責任に関す

る事項が明確であること 

③ 配電事業者の供給区域内の全ての地方公共団体、電気の使用者（配電事業者として託送供給を

行うこととなる小売電気事業者から電気の供給を受けることとなる者に限る。以下④及び⑧にお
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いて同じ。）、その託送供給等約款により電気の供給を受けることとなる者その他の関係者に対し、

その供給区域において託送供給等の業務を行う者が変更となることについて適切に通知を行った

こと 

④ 配電事業の開始に当たり、その供給区域内の地方公共団体、電気の使用者、その託送供給等約

款により電気の供給を受けることとなる者その他の関係者に対し、説明会の開催その他の方法に

より、託送料金その他の供給条件についての説明を適切に行っていること 

⑤ 配電事業の用に供する電気工作物の維持及び運用並びに当該電気工作物の保安の確保のため行

う業務が明確であること 

⑥ 災害その他の事由により電気の安定供給の確保に支障が生ずる場合に備えるための他の電気事

業者、地方公共団体その他の関係者との連携に関する事項が明確であること 

⑦ 配電事業の休廃止、譲渡し又は供給区域の変更（供給区域の減少に限る。）により、その供給区

域の一部又は全部において一般送配電事業者等が託送供給等の業務を行うこととなる場合におけ

る当該一般送配電事業者等に対する電気工作物の譲渡し又は返却及び託送供給等の業務の引継ぎ

に係る事項が明確であること 

⑧ 配電事業の休廃止、譲渡し又は供給区域の変更（供給区域の減少に限る。）により、その供給区

域の一部又は全部において一般送配電事業者等が託送供給等の業務を行うこととなる場合におい

て、その供給区域内の地方公共団体、電気の使用者、その託送供給等約款により電気の供給を受

けている者その他の関係者に対し、託送供給等の業務を行う者が変更となることについて説明を

行う方法が明確であること 

⑨ 配電事業の用に供しようとする電気工作物が一般送配電事業者から譲り受けたものである場合

は、その電気工作物を他の配電事業者又は特定送配電事業者に譲渡しないことが明確であること 

⑩ 配電事業の用に供しようとする電気工作物が一般送配電事業者から借り受けた電気工作物であ

る場合にあっては、当該電気工作物を他の配電事業者に貸し渡したときは、遅滞なく、賃借人の

地位を当該他の配電事業者に譲り渡し、当該一般送配電事業者と当該他の配電事業者が引継計画

を新たに作成することが明確であること 

⑪ 休廃止に備えた積立金を積み立てること及び積立金の取崩しを行ったときは、取崩した額に相

当する金額を積み立てる旨が明確であること 

⑫ ⑪の積立金を積み立てることが困難な場合その他の事業の継続が困難な場合にあっては、休廃

止の許可申請を行う旨が明確であること 

⑬ 一般送配電事業者が配電事業者の設備管理状況等を適切に確認する方法が明確であること 

 

（３５）第２７条の１２の１２第４項の規定による引継計画の変更命令 

第２７条の１２の１２第４項の規定による引継計画の変更命令については、同項に変更命令の

基準が規定されており、より具体的には、例えば、第１の（３４）①から⑬までに適合しなくな

った場合であって、託送供給等の業務の円滑な引継を確保するために必要があると認めるときと
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する。 

 

（３６）第２７条の１２の１３において準用する第１０条第１項の規定による配電事業の譲渡し及び譲

受けの認可 

第２７条の１２の１３において準用する第１０条第１項の規定による配電事業の譲渡し及び

譲受けの認可に係る審査基準については、譲受者について、第２７条の１２の２の規定による配

電事業の許可に係る審査基準を準用するものとする。 

 

（３７）第２７条の１２の１３において準用する第１０条第２項の規定による配電事業者たる法人の合

併及び分割の認可 

第２７条の１２の１３において準用する第１０条第２項の規定による配電事業者たる法人の

合併及び分割の認可に係る審査基準については、合併後及び分割後の法人について、第２７条の

１２の２の規定による配電事業の許可に係る審査基準を準用するものとする。 

 

（３８）第２７条の１２の１３において準用する第１４条第１項の規定による配電事業の休廃止の許可 

第２７条の１２の１３において準用する第１４条第１項の規定による配電事業の休廃止の許

可に係る審査基準については、同条第３項に許可の基準が規定されており、以下のいずれの要件

にも該当することとする。 

① 電気工作物を一般送配電事業者、他の配電事業者又は特定送配電事業者（以下この（３８）に

おいて「一般送配電事業者等」という。）に譲り渡し、又は一般送配電事業者等から借り受けた電

気工作物を返却する場合にあっては、次に掲げる要件を満たすこと。 

イ 休止又は廃止のための計画の内容が引継計画又は休廃止時取決書に記載された内容と整合

的であること。ただし、休廃止時取決書に記載された内容と整合的でない場合でも、その理由

が合理的であり、休廃止により公共の利益が阻害されるおそれがないと認められる場合には、

当該条件に該当するものと判断する。 

ロ 当該一般送配電事業者等に託送供給等の業務が適正かつ円滑に引き継がれると認められる

こと。 

② 休廃止を行うに際し、その供給区域内の地方公共団体、電気の使用者（配電事業者が託送供給

を行っている小売電気事業者から電気の供給を受けている者に限る。）、その託送供給等約款によ

り電気の供給を受けている者その他の関係者に対する配電事業を休廃止する旨についての説明会

の開催その他の方法による説明の適切な実施が確保されており、配電事業の譲受者に託送供給等

の業務が適正かつ円滑に引継がれるための妥当な期間が確保されていること。 

 

（３９）第２７条の１２の１３において準用する第１４条第２項の規定による配電事業者たる法人の解

散の決議等の認可 
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第２７条の１２の１３において準用する第１４条第２項の規定による配電事業者たる法人の

解散の決議等の認可に係る審査基準については、同条第３項に認可の基準が規定されており、よ

り具体的な基準は第２７条の１２の１３において準用する第１４条第１項の規定による配電事

業の休廃止の許可に係る審査基準を準用するものとする。 

 

（４０）第２７条の１２の１３において準用する第２２条の２第１項ただし書の配電事業者の兼業の認

可 

第２７条の１２の１３において準用する第２２条の２第１項ただし書の規定による認可に係

る審査基準については、同条第２項に認可の基準が規定されているところであり、より具体的に

は、次のような場合とする。ただし、一般送配電事業者の子会社、親会社、又は当該一般送配電

事業者以外の当該親会社の子会社等が配電事業を営む場合であって、その供給区域が当該一般送

配電事業者の供給区域内にある場合にあっては、この限りでない。 

① 配電事業者及び当該配電事業者の子会社、親会社、又は当該配電事業者以外の当該親会社の子

会社等に該当する配電事業者の供給区域における需要家軒数の合計が５万軒を超えない場合 

② ①に該当しない場合であっても、その供給区域を本土の電線路と電気的に接続されていない離

島等組合 

 

（４１）第２７条の１２の１３において準用する第２４条第１項の供給区域外に設置する電線路による

供給の許可 

第２７条の１２の１３において準用する第２４条第１項の供給区域外に設置する電線路によ

る供給の許可に係る審査基準については、第２４条第１項の供給区域外に設置する電線路による

供給の許可に係る審査基準を準用するものとする。 

 

（４２）第２７条の１５の小売供給の登録 

第２７条の１５の小売供給の登録に係る審査基準については、第２７条の１８第１項各号に登

録の拒否の要件が規定されているところであり、同項第４号のより具体的な基準については、第

２条の２の小売電気事業の登録に係る審査基準を準用するものとする。 

 

（４３）第２７条の１９第１項の小売供給の変更登録 

第２７条の１９第１項の小売供給の変更登録に係る審査基準については、同条第３項において

読み替えて準用する第２７条の１８第１項各号（第２号を除く。）に変更登録の拒否の要件が規定

されているところであり、同項第４号のより具体的な基準は、第２条の６第１項の小売電気事業

の変更登録に係る審査基準を準用するものとする。 

 

（４４）第２７条の３３第１項の規定による特定供給の許可 
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第２７条の３３第１項の規定による特定供給の許可に係る審査基準については、同条第３項各

号に許可の基準が規定されているところであり、より具体的には、次のような場合とする 

① 次のいずれかの関係が電気を供給する事業を営む者（以下「供給者」という。）と供給の相手方

（以下単に「相手方」という。）との間に安定的に存在する場合［第１号要件］ 

イ 生産工程において原材料、製品等の受渡しがあって、それを第三者との受渡しに代替するこ

とが困難であること。 

ロ 子会社と親会社との関係、親会社の子会社と当該親会社の子会社との関係その他これらに準

ずる関係があると判断されること。 

ハ 人的関係として、一方の者から他方の者に対して過半数の役員の派遣がなされていること。 

ニ イからハまでに照らして生産工程、資本関係、人的関係それぞれ単独では密接な関係として

は不十分であっても、複数を合わせて見ることによって密接な関係があると判断されること。 

ホ 一方の者から他方の者に対して、当該他方の者が行う事業に必要かつ当該一方の者以外の第

三者への代替が困難な原材料、製品、役務等の提供が長期にわたり継続的に行われていること

により、当該一方の者と当該他方との者の間において社会通念上一の企業とみなし得る関係が

存在すると判断されること。 

へ 自らが維持し、及び運用する電線路を介して電気を供給する事業を営もうとする場合にあっ

ては、供給者と相手方が共同して組合を設立する場合であって次に掲げる要件に全て該当する

場合 

(ⅰ) 当該組合の組合契約書等において、当該組合が長期にわたり存続する旨が明らかになっ

ていること。 

(ⅱ) 当該組合の組合員名簿等に当該供給者及び当該相手方の氏名又は名称が記載されてい

ること。 

(ⅲ) 当該組合契約書において電気料金の決定の方法及び当該供給者と当該相手方における

送配電設備の工事費用の負担の方法が明らかになっていること、その内容が特定の組合員

に対して不当な差別的取扱いをするものでないことが認められることその他組合契約書の

内容等により当該供給者が当該相手方の利益を阻害するおそれがないと認められること。 

② 電気を供給する場所を供給区域に含む一般送配電事業者又は配電事業者の規模、特定供給の供

給量、当該供給区域における電気工作物の設置状況その他の事情を総合して判断し、当該供給区

域の電気の使用者の利益が阻害されるおそれがないと認められる場合［第２号要件］ 

③ 電気を供給する事業の用に供する発電用の電気工作物（次に掲げる発電設備を含む。以下この

③において同じ。）その他の電気工作物の供給能力により相手方の需要に応ずることが可能であ

る場合（当該発電用の電気工作物の供給能力により相手方の需要に応ずることができない場合に

あっては、当該供給能力により当該需要の５割以上に応ずることが可能であり、かつ、小売電気

事業者から電気の供給を受けることにより当該需要に応ずることが可能である場合を含む。） 

イ 供給者以外の者が維持し、及び運用する特定発電設備（供給者と供給者以外の者との契約に
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より、当該供給者以外の者が当該供給者に対して電気を供給するために用いる発電設備が特定

されている発電設備であって、電気を安定的に供給することができると認められるものをい

う。） 

ロ 太陽光発電設備（蓄電池又は燃料電池発電設備と組み合わせることにより、電気を安定的に

供給することができると認められるものに限る。） 

ハ 風力発電設備（蓄電池又は燃料電池発電設備と組み合わせることにより、電気を安定的に供

給することができると認められるものに限る。） 

ニ 燃料電池発電設備 

④ ③ロ及びハに掲げる発電設備が電気を安定的に供給することができるか否かを判断するに当た

っては、③ロに掲げる発電設備にあっては太陽光発電設備の設備容量の百分の十二又は蓄電池若

しくは燃料電池発電設備の設備容量のいずれか小さいものをその供給能力とするものとし、③ハ

に掲げる発電設備にあっては風力発電設備の設備容量の百分の二十又は蓄電池若しくは燃料電池

発電設備の設備容量のいずれか小さいものをその供給能力とするものとする。 

 

（４５）第２８条の１５の規定による広域的運営推進機関の設立の認可 

第２８条の１５の規定による広域的運営推進機関の設立の認可に係る審査基準については、同

条各号に認可の基準が規定されているところであり、同条第４号のより具体的な審査基準につい

ては、「電気事業法第２８条の１５の規定による広域的運営推進機関の設立の認可の基準につい

て」（別添３）のとおりとする。 

 

（４６）第２８条の１８第２項の規定による広域的運営推進機関の定款の変更の認可 

第２８条の１８第２項の規定による広域的運営推進機関の定款の変更の認可に係る審査基準

については、当該変更後の定款の内容が法令に適合し、かつ、当該変更後の定款に虚偽の記載が

ないこと及び「電気事業法第２８条の１５の規定による広域的運営推進機関の設立の認可の基準

について」（別添３）の該当部分に適合することとする。 

 

（４７）第２８条の２３第２項の規定による広域的運営推進機関の役員の選任の認可 

第２８条の２３第２項の規定による広域的運営推進機関の役員の選任の認可に係る審査基準

については、選任しようとする役員が以下のいずれの要件にも該当することとする。 

① 第２８条の２１各号に規定する役員の欠格条項に該当しないこと。 

② 「電気事業法第２８条の１５の規定による広域的運営推進機関の設立の認可の基準について」

（別添３）の該当部分に適合すること。 

 

（４８）第２８条の２３第２項の規定による広域的運営推進機関の役員の解任の認可 

第２８条の２３第２項の規定による広域的運営推進機関の役員の解任の認可に係る審査基準
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については、解任しようとする役員を解任することにより、広域的運営推進機関の業務の適確な

遂行に支障を及ぼすおそれがないこととする。 

 

（４９）第２８条の２４ただし書の規定による広域的運営推進機関の役員の兼職の承認 

第２８条の２４ただし書の規定による広域的運営推進機関の役員の兼職の承認に係る審査基

準については、役員が営利を目的とする団体の役員となり、又は自ら営利事業に従事することに

より、広域的運営推進機関の業務の適確な遂行に支障を及ぼすおそれがないこととする。 

 

（５０）第２８条の２７第３項の規定による広域的運営推進機関の評議員の任命の認可 

第２８条の２７第３項の規定による広域的運営推進機関の評議員の任命の認可に係る審査基

準については、任命しようとする評議員が以下のいずれの要件にも該当することとする。 

① 電気事業について学識経験を有すること。 

② 広域的運営推進機関の運営に関する重要事項を審議する能力を有すること。 

③ 「電気事業法第２８条の１５の規定による広域的運営推進機関の設立の認可の基準について」

（別添３）の該当部分に適合すること。 

 

（５１）第２８条の４１第３項の規定による広域的運営推進機関の業務規程の変更の認可 

第２８条の４１第３項の規定による広域的運営推進機関の業務規程の変更の認可に係る審査

基準については、当該変更後の業務規程の内容が法令に適合し、かつ、当該変更後の業務規程に

虚偽の記載がないこと及び「電気事業法第２８条の１５の規定による広域的運営推進機関の設立

の認可の基準について」（別添３）の該当部分に適合することとする。 

 

（５２）第２８条の４６第１項の規定による広域的運営推進機関の送配電等業務指針の認可及び変更の

認可 

第２８条の４６第１項の規定による広域的運営推進機関の送配電等業務指針の認可及び変更

の認可に係る審査基準については、当該送配電等業務指針の内容に虚偽の記載がないこと、同条

第２項各号のいずれにも適合すること及び「電気事業法第２８条の４６第１項の規定による送配

電等業務指針の認可の基準について」（別添４）に適合することとする。 

 

（５３）第２８条の４９第１項の規定による整備等計画の認定 

第２８条の４９第１項の規定による整備等計画の認定に係る審査基準については、同条第３項

各号に認定の基準が規定されており、より具体的には、次のような場合とする。 

① 整備等計画が第２８条の４８第１項の規定による届出のあった広域系統整備計画の内容と整合

しており、当該整備等計画の円滑かつ確実な実施を確保することが、広域的運営による電気の安

定供給の確保を図るために特に重要である場合［第１号要件］ 
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② 整備等計画に記載された整備又は更新しようとする電気工作物の規模について、こう長が１０

０キロメートル以上又は送電容量が１００万キロワット以上である場合［第１号要件］ 

③ 整備等計画の円滑かつ確実な実施を確保することが、一の電気事業を超えた電気事業全体とし

ての総合的立場からの合理性の有無の観点から適切である場合、より具体的には、電力の低廉か

つ安定的な供給を担うべき事業としての適切性を有していると判断される場合［第１号要件］ 

④ 整備又は更新を実施しようとする一般送配電事業者又は送電事業者が、整備等計画を健全な状

態において長期にわたり継続して遂行するための設備資金、運転資金等の調達方法、有利子負債

の返済計画、自己資本の健全性及び経営の健全性等の財政面の蓋然性が高く、当該整備等計画を

確実に遂行するに足りる経理的基礎、及び整備等計画の円滑かつ確実な実施を確保するために必

要な資金を調達できる計画を有している場合（第２８条の４０第１項第５号の３の規定による広

域的運営推進機関からの必要な資金の貸付けを受ける場合にあっては、金融機関からの資金の調

達を考慮してもなお当該整備等計画の整備又は更新の実施に必要な資金が不足することが認めら

れる場合）［第２号要件］ 

⑤ 整備等計画の実施のために必要な許認可の取得状況等から見て、当該整備等計画が確実な資料

によるものである場合［第２号要件］ 

 

（５４）第２８条の５２の規定による広域的運営推進機関の予算及び事業計画の認可及び変更の認可 

第２８条の５２の規定による広域的運営推進機関の予算及び事業計画の認可及び変更の認可

に係る審査基準については、予算又は事業計画が以下の方針に基づき整理されており、広域的運

営推進機関の業務の適正かつ確実な実施に支障を及ぼすおそれがないと認められることとする。 

① 予算にあっては、広域的運営推進機関の財務及び会計に関する省令（平成２７年経済産業省令

第１２号。以下「財務会計省令」という。）第３条から第６条までの規定に基づいていること。 

② 予算にあっては、広域的運営推進機関が業務を適正かつ確実に実施するために必要十分な費用

を計上し、「電気事業法第２８条の１５の規定による広域的運営推進機関の設立の認可の基準に

ついて」（別添３）の１．（６）に規定する会費及び特別会費等を収入としていること。 

③ 予算における人件費その他の費用にあっては、原則として、「一般送配電事業者による託送供

給等に係る収入の見通しに係る審査要領 」（別添２）その他の料金審査に係る考え方と齟齬が

ないこと。 

④ 広域的運営推進機関の成立の日を含む事業年度にあっては、電気事業法の一部を改正する法律

（平成２５年法律第７４号）による改正前の電気事業法第９３条第１項に規定する送配電等業務

支援機関の財産を譲り受けようとする場合には、当該財産について第三者による評価等を受けて

いること。 

⑤ 事業計画にあっては、財務会計省令第１０条の規定に基づいていること。 

⑥ 調達に当たっては、入札等を行うことを原則としていること。 
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（５５）第２８条の５３第１項の規定による広域的運営推進機関の財務諸表等の承認 

第２８条の５３第１項の規定による広域的運営推進機関の財務諸表等の承認に係る審査基準

については、財務諸表等が以下の方針に基づき整理されており、財務諸表等が広域的運営推進機

関の財務及び経営状況を的確に把握する上で適正かつ妥当であると認められる場合とする。 

① 財務会計省令第１２条から第１５条までの規定に基づいていること。 

② 「電気事業法第２８条の１５の規定による広域的運営推進機関の設立の認可の基準について」

（別添３）の１．（６）に規定する拠出金、交付金及び第９９条の８の規定により推進機関に対し

て納付された金額については、財務諸表等においてそれぞれの増減及び異動が記載されているこ

と。 

 

（５６）第２８条の５５第１項の規定による広域的運営推進機関の資金の借入れ及び広域的運営推進機

関債の発行の認可 

第２８条の５５第１項の規定による広域的運営推進機関の資金の借入れ及び広域的運営推進

機関債（以下「機関債」という。）の発行の認可に係る審査基準については、資金の借入れ行為及

び機関債の発行の行為を必要とする理由、資金の金額及び機関債の金額並びに広域的運営推進機

関の財務状態等を考慮して、資金の借入れ行為及び機関債の発行の行為により広域的運営推進機

関の経理的基礎に支障を及ぼすおそれがないこととする。 

 

（５７）第２８条の５５第６項の規定による広域的運営推進機関の機関債の発行に関する事務の委託の

認可 

第２８条の５５第６項の規定による広域的運営推進機関の機関債の発行に関する事務の委託

に係る審査基準については、業務の委託が次に掲げる全ての要件に適合していると認められると

きでなければ、認可しないものとする。 

① 当該業務の効率化に資すること。 

② 業務を受託する者が社会的信用のある法人であり、かつ、その受託する業務について、適正な

計画を有し、確実にその業務を行うことができるものであること。 

 

（５８）第３７条の４の規定による認定電気使用者情報利用者等協会の認定 

第３７条の４の規定による認定電気使用者情報利用者等協会の認定に係る審査基準について

は、同条に認定の基準が規定されており、より具体的な審査基準については「電気事業法第３７

条の４の規定による認定電気使用者情報利用者等協会の認定の基準について」（別添５）のとおり

とする。 

 

（５９）第４３条第２項の規定による主任技術者免状の交付を受けていない者の主任技術者選任の許可 

第４３条第２項の規定による主任技術者免状の交付を受けていない者の主任技術者選任の許
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可に係る審査基準については、「主任技術者制度の解釈及び運用（内規）（２０２１０２０８保

局第２号）」（別添６）のとおりとする。 

 

（６０）第４７条第１項の規定による事業用電気工作物の工事計画の認可及び第４７条第２項の規定に

よる事業用電気工作物の工事計画の変更の認可 

第４７条第１項の規定による事業用電気工作物の工事計画の認可及び第４７条第２項の規定

による事業用電気工作物の工事計画の変更の認可に係る審査基準については、同条第３項に掲げ

るとおりとする。 

なお、同項第２号については、事故時の系統分離方式等電気の円滑な供給確保上技術的に重要

な事項に関する設計が適切であることとする。 

事業用電気工作物のうち原子力発電工作物に関する第４７条第３項第１号のうち原子力安全

に係る部分への適合性については、原子力規制委員会による審査において適合するものと判断さ

れた場合は、当省も、同号に適合するものと判断する。ただし、「発電用原子力設備に関する技術

基準を定める命令」（昭和４０年通商産業省令第６２号。以下「省令第６２号」という。）第３４

条第２項から第６項までにおいて準用することとされている発電用原子力設備に関しては「発電

用火力設備に関する技術基準を定める省令」（平成９年通商産業省令第５１号。以下「火技省令」

という。）を、電気設備に関しては「原子力発電工作物に係る電気設備に関する技術基準を定める

命令」（平成２４年経済産業省令第７０号。以下「原子力電技命令」という。）をそれぞれ基とし

て個々の事例ごとに判断するものであるが、それぞれ「発電用火力設備の技術基準の解釈」（別添

７。以下「火技解釈」という。）の該当部分、「電気設備の技術基準の解釈」（別添８。以下「電技

解釈」という。）の相当部分のとおりである場合には、第４７条第３項第１号に適合するものとす

る。 

 

（６１）第４９条第１項の規定による使用前検査 

第４９条第１項の規定による使用前検査に係る審査基準については、同条第２項に掲げるとお

りとする。 

事業用電気工作物のうち原子力発電工作物に関する第４９条第２項第２号のうち原子力安全

に係る部分への適合性については、原子力規制委員会による審査において適合するものと判断さ

れた場合は、当省も、同号に適合するものと判断する。ただし、省令第６２号第３４条第２項か

ら第６項までにおいて準用することとされている発電用原子力設備に関しては「火技省令」を、

電気設備に関しては「原子力電技命令」をそれぞれ基として個々の事例ごとに判断するものであ

るが、それぞれ「火技解釈」の該当部分、「電技解釈」の相当部分のとおりである場合には、第４

９条第２項第２号に適合するものとする。 

 

（６２）第５８条第２項の規定に基づく土地等の一時使用の許可 
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第５８条第２項の規定に基づく土地等の一時使用の許可に際しては、次の各号を満たしていな

い場合には許可しない。 

① 土地等の所有者等が土地等の一時使用について拒絶している等により、一時使用が困難と認め

られること。 

② 一時使用の目的が、第５８条第１項各号に掲げる目的のためであること。 

③ 一時使用の期間について、第５８条第１項各号に掲げる目的を達するに妥当な期間であること。 

 

（６３）第５９条第１項の規定に基づく土地の立入りの許可 

第５９条第１項の規定に基づく土地の立入りの許可に際しては、次の各号を満たしていない場

合には許可しない。 

① 土地の所有者等が土地の立入りについて拒絶している等により、立入りが困難と認められるこ

と。 

② 立入りの目的が、電気事業の用に供する電気工作物に関する測量又は実地調査のためであるこ

と。 

③ 立入りの期間について、上記②の目的を達するに妥当な期間であること。 

 

（６４）第６１条第１項の規定に基づく植物の伐採又は移植の許可 

第６１条第１項の規定に基づく植物の伐採又は移植許可に際しては、次の各号を満たしていな

い場合には許可しない。 

① 植物の所有者等が植物の伐採又は移植について拒絶している等により、植物の伐採又は移植が

困難と認められること。 

② 植物が電気事業の用に供する電線路に障害を及ぼし、若しくは及ぼすおそれがある場合又は植

物が電気事業の用に供する電気工作物に関する測量若しくは実地調査若しくは電気事業の用に供

する電線路に関する工事に支障を及ぼす場合であること（電気事業の用に供する電線路に障害を

及ぼし、又は及ぼすおそれがある場合の判断にあたっては、「電気設備に関する技術基準を定める

省令」（平成９年通商産業省令第５２号。以下「電技省令」という。）を基として個々の事例ごと

に判断する。）。 

 

（６５）第９７条第１項の規定による卸電力取引所の指定 

第９７条第１項の規定による卸電力取引所の指定に係る審査基準については、同条第１項に指

定の基準が規定されているところであり、同条柱書及び第１項第１号から第４号までのより具体

的な審査基準については、次のとおりとする。 

卸電力取引所の指定については、卸電力取引所指定申請書又はその添付書類に必要な事項が明

確に記載され、かつ、次に掲げる全ての要件に適合していると認められるときでなければ、指定

しないものとする。 
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① 卸電力取引所の指定申請を行う法人が電気事業者に対する電力の卸取引の機会の拡大を図ると

ともに、当該卸取引の指標として用いられる適正な価格の形成を図り、もってその円滑な取引に

資することを目的とすると認められることの基準 

イ 当該法人の定款で定める法人の目的が、第９７条第１項で定める法人の目的に適合している

こと。 

ロ 当該法人の市場開設業務の実施に関する計画の内容が、第９７条第１項で定める法人の目的

に適合していること。 

② 市場開設業務の実施に関する計画が、市場開設業務の適確な実施のために適切であると認めら

れることの基準 

イ 事務所の所在地について、関係者が往訪しやすく、かつ、国の機関と密接な連絡をとること

ができる場所であること。 

ロ 職員が市場開設業務に関する十分な知識及び経験を有していること。 

ハ 市場開設業務の実施に関する計画として、少なくとも次に掲げる内容が記載されており、市

場開設業務を適正かつ確実に実施できると認められること。 

（ⅰ） 市場開設業務を行う時間及び休日 

（ⅱ） 開設を予定している卸電力取引市場の種類 

（ⅲ） 卸電力取引市場における売買取引の約定方法 

（ⅳ） 卸電力取引市場における売買取引の決済方法（取引参加者の一方が、売買取引終了後、

決済完了までの間に支払能力を失った場合の対応を含む。） 

（ⅴ） 卸電力取引市場の監視体制 

（ⅵ） 資源エネルギー庁、電力・ガス取引監視等委員会及び広域的運営推進機関との連絡調

整体制 

（ⅶ） 取引参加者からの売買取引に関する問合せや苦情処理への対応方法・体制 

（ⅷ） 売買取引の数量の拡大及び適正な価格形成を図るための企画、国内外の調査及び提言

を行う体制 

ニ 売買取引数量等の公表について、少なくとも次に掲げる内容が記載されていること。 

（ⅰ） 電気事業法施行規則（平成７年通商産業省令第７７号。以下「施行規則」という。）第

１３２条の８第１項及び第２項に規定する売買取引の数量及び価格等（公表時期及び公表

方法については同条第３項の規定に沿った対応を行うことを含む。） 

（ⅱ） 一般送配電事業託送供給等約款料金算定規則（平成２８年経済産業省令第２２号）第

２７条第１項第１号で定める額 

（ⅲ） 一般送配電事業託送供給等約款料金算定規則第２７条第１項第２号又は第３号で定め

る値 

（ⅳ） 一般送配電事業託送供給等約款料金算定規則第２７条第１項第４号で定める額 

ホ 市場開設業務に関する重要事項について、理事会又は取締役会の決議事項としている等、組



 

22 

 

織的な意思決定が行われる仕組みが担保されていること。 

へ 市場開設業務に関する重要事項、売買取引の方法等の決定及び変更について、取引参加者の

意見を聴取し、必要に応じて当該意見を反映させる仕組みが担保されていること。 

ト 市場開設業務の実施に関する計画において、卸電力取引所が実施する調査に対する取引参加

者の協力を確保するための取組が示されていること。 

チ 市場開設業務の実施に関する計画において、中長期的な電力の卸取引の機会の拡大に向けた

取組が示されていること。 

リ 市場開設業務の実施に関する計画において、市場開設業務の開始予定時期を定めていること

及び当該開始予定時期において市場開設業務を適確に実施できる組織体制等が整備できる見

通しが示されていること。 

ヌ 指定申請者が、暴力団員又は暴力団員等であること、法人でその役員（業務を執行する社員、

取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者で

あるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同

等以上の支配力を有するものと認められる者を含む。）のうちに暴力団員等のあるものである

こと、暴力団員等がその事業活動を支配する者であることその他の理由により、市場開設業務

の適確な実施のために適切でないと認められる者にあたらないこと。 

③ 市場開設業務の実施に関する計画を適確に実施するに足りる経理的及び技術的基礎を有すると

認められる基準 

イ 経理的基礎について、少なくとも次に掲げる内容が認められること。 

（ⅰ） 市場開設業務を中立性と独立性を維持して運営するために必要な水準の財産及び運転

資金を確保する見込みがあること。 

（ⅱ） 取引参加者から手数料等の料金を確実に徴収することができる仕組み及び体制が整備

される見込みがあること。 

（ⅲ） その他運転資金の調達方法の適切性、借入金の返済の確実性等、市場開設業務を健全

な状態で持続的に遂行し得る経理面での確実性が認められること。 

（ⅳ） 経理を公正かつ適正に行うための十分な人員及び体制を確保する見込みがあること。 

ロ 技術的基礎について、少なくとも次に掲げる内容が認められること。 

（ⅰ） 役員及び職員が市場開設業務を適切に実施するに足りる十分な技術的知識及び経験を

有していること。 

（ⅱ） 卸電力取引市場における不正な行為や不当な価格形成に関する具体的な基準及び処分

を定めており、これらの取引を防止するための適切な市場監視機能及び体制を確保する見

込みがあること。 

（ⅲ） 情報処理システムに関して、市場開設業務を適切に実施するために必要かつ十分な能

力を備えた施設及び設備等が、保有又は借入により確保される見込みがあること（取引参

加者、資源エネルギー庁、電力・ガス取引監視等委員会及び広域的運営推進機関との間の
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連絡調整のための設備等の整備を含む）。 

（ⅳ） （ⅲ）に規定する施設及び設備等を運営するために十分な人員及び体制を確保する見

込みがあること。 

（ⅴ） （ⅲ）に規定する施設及び設備等について、将来的な取引量の増大に対応できる十分

な拡張性が確保される見込みがあること。 

（ⅵ） 市場開設業務を運営するための情報処理システムについて、十分なセキュリティが確

保される見込みがあること。 

（ⅶ） 災害等が発生した場合における業務継続計画が、卸電力取引所が被災した場合等にお

いてもあらかじめ選定する非常時優先業務等を継続（又は速やかに再開）するために十分

なものであること。 

④ 役員又は職員の構成が市場開設業務の公正な実施に支障を及ぼすおそれがないと認められる基

準 

イ 役員の構成について、少なくとも次に掲げる内容が認められること。 

（ⅰ） 代表権を有する役員及び常勤の役員は、取引参加者又は取引参加者以外の電気事業者

の役職員を兼職できないこと及び取引参加者との間に特別な利害関係を有していないこと。 

（ⅱ） 電気事業者の役職員である者及び役職員であった者の比率が役員総数の半数に満たな

いこと。 

（ⅲ） 役員の構成が小売電気事業者、一般送配電事業者、送電事業者、配電事業者、発電事

業者、特定卸供給事業者などの特定の事業形態や特定の取引参加者又は取引参加者以外の

電気事業者からの出身者に偏っていないこと。 

（ⅳ） 役員の選定方法について、現任の役員や業務執行を行う職員から独立した第三者の評

価を得ていること。 

（ⅴ） 役員及び役員であった者に関する少なくとも次に掲げる事項を含む行動規範が定めら

れていること。 

ａ．業務遂行上の法令の遵守に関する事項 

ｂ．職務上知り得た秘密の漏えい及び当該秘密の窃用の禁止に関する事項 

ｃ．取引参加者に関する個人情報の保護に関する事項 

ｄ．特定の利害関係者に利益又は不利益となる行動の禁止に関する事項 

ｅ．特定の利害関係者に対する不当な差別的取扱いの禁止に関する事項 

ｆ．倫理的行動に関する事項 

ｇ．有価証券等の売買に関する事項 

（ⅵ）役員の処分等を定めていること。 

ロ 職員の構成について、少なくとも次に掲げる内容が認められること。 

（ⅰ） 職員は、取引参加者又は取引参加者以外の電気事業者の役職員を兼職していないこと

（出向による場合を除く。）。 
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（ⅱ） 外部から職員を出向等により受け入れる場合、当該職員の出身が小売電気事業者、一

般送配電事業者、送電事業者、配電事業者、発電事業者、特定卸供給事業者などの特定の

事業形態や特定の取引参加者又は取引参加者以外の電気事業者からの出身者に偏っていな

いこと。また、外部からの職員の割合が当該法人の職員の半数に満たないこと。 

（ⅲ） 職員及び職員であった者に関する少なくとも次に掲げる事項を含む行動規範が定めら

れていること。 

ａ．業務遂行上の法令の遵守に関する事項 

ｂ．職務上知り得た秘密の漏えい及び当該秘密の窃用の禁止に関する事項 

ｃ．取引参加者に関する個人情報の保護に関する事項 

ｄ．特定の利害関係者に利益又は不利益となる行動の禁止に関する事項 

ｅ．特定の利害関係者に対する不当な差別的取扱いの禁止に関する事項 

ｆ．倫理的行動に関する事項 

ｇ．有価証券等の売買に関する事項 

（ⅳ） 職員の処分等を定めていること。 

⑤ 市場開設業務以外の業務を行う場合において、当該業務が市場開設業務の公正な実施に支障を

及ぼすおそれがないと認められる基準 

イ 市場開設業務以外の業務について、職員、組織及び予算等が市場開設業務と実質的に区分さ

れていること。 

ロ 市場開設業務以外の業務が、電気事業の運営等、市場開設業務の運営の中立性を損ねるもの

で無いこと。 

ハ 市場開設業務以外の業務を実施することにより、卸電力取引所の財務状況が悪化する可能性

が低いこと。 

 

（６６）第９９条第１項の規定による卸電力取引所の業務規程の認可及び変更の認可 

第９９条第１項の規定による卸電力取引所の業務規程の認可及び変更の認可に係る審査基準

については、業務規程が、次のとおり定められ、かつ、その内容が同条第３項に基づき施行規則

第１３２条の７に適合することとする。 

① 施行規則第１３２条の６第１号に掲げる事項として、少なくとも次に掲げる内容及び基準に適

合していること。 

イ 翌日市場及び一時間前市場のうち、少なくとも入札受付及び約定処理については、原則とし

て年間を通じて全ての時間帯で業務を実施すること。 

ロ イに規定する業務以外の市場開設業務を行う時間及び休日について規定していること。 

ハ 市場開設業務について臨時休業を行う場合には、その基準を示していること。 

② 施行規則第１３２条の６第２号に掲げる事項として、少なくとも市場開設業務を行う事務所の

所在地が規定されていること。 
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③ 施行規則第１３２条の６第３号に掲げる事項として、少なくとも次に掲げる内容及び基準に適

合していること。 

イ 資力信用を有するなどの一定の客観的要件を満たす場合には、次に掲げる場合も含め、原則

として全ての電気事業者の参加を認めていること。 

（ⅰ） 発電事業者が卸売を行うために卸電力取引所で電力を購入する場合 

（ⅱ） 小売電気事業者が余剰電力を卸電力取引所で売却する場合 

ロ 電気事業者以外の者について、資力信用を有するなど一定の客観的要件を満たす場合には、

少なくとも次に掲げる者について参加を認めていること。 

（ⅰ） 発電等用電気工作物（発電用の電気工作物及び蓄電用の電気工作物をいう。）の維持及

び運用を行っている者 

（ⅱ） 小規模な電気事業者などから委託を受けて取引を行う者 

ハ 少なくとも次に掲げる者について、客観的要件により排除していること。 

（ⅰ） 純資産額が乏しいことその他の理由により、資力が無いと認められる者 

（ⅱ） 破産者で復権を得ないこと、関係法令への重大な違反を行ったこと、役員に暴力団員

等が存在すること、暴力団員等が事業活動を支配していることその他の理由により、信

用がないと認められる者 

ニ 取引参加資格の判断に際して、恣意性を排除した審査を行う仕組みが確保されていること。 

④ 施行規則第１３２条の６第４号に掲げる事項として、少なくとも次に掲げる内容及び基準に適

合していること。 

イ 少なくとも次に掲げる市場を開設する旨を定めていること。 

（ⅰ） 翌日市場 

（ⅱ） 一時間前市場 

（ⅲ） 翌々日以降の特定の時間帯に受け渡される電気を対象として取引する市場 

ロ 翌日市場については、実需給の前日に取引が可能であること。 

ハ 一時間前市場については、年間を通じて、翌日市場の閉鎖後の特定時点から実需給の１時間

前時点までの間に取引が可能であること。 

⑤ 施行規則第１３２条の６第５号に掲げる事項として、少なくとも次に掲げる内容及び基準に適

合していること。 

イ 売買取引の方法として、少なくとも次に掲げる内容を定めていること。 

（ⅰ） 買い及び売りの注文方法 

（ⅱ） 約定方法（連系線の容量に制約がある場合の取扱いを含む。） 

（ⅲ） 約定結果の通知方法 

（ⅳ） 電気の受渡しの方法、受渡しに必要な費用の分担方法及びその計量方法 

（ⅴ） 売買代金の支払方法、支払時期及び支払に必要な費用の分担方法 

（ⅵ） 売買代金の支払が不履行となった場合の取扱い 
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（ⅶ） 災害発生時等、通常の売買取引が困難な場合の取扱い 

ロ 翌日市場及び一時間前市場について、次に掲げる約定方法を用いていること。 

（ⅰ） 翌日市場 ブラインドシングルプライスオークション 

（ⅱ） 一時間前市場 随時取引が可能な取引方法（ザラバ取引） 

ハ 卸電力取引所で約定された電力は、一般送配電事業者が管理する送配電網を通じて受け渡さ

れること。 

ニ 翌日市場及び一時間前市場については、取引の約定条件として、広域的運営推進機関に対し

て送電可否判定を依頼し、連系線の送電確認を行うこととしていること。 

ホ 受渡しに関して定めている事項が、広域的運営推進機関が定める関係規程や一般送配電事業

者が定める託送供給等約款の内容と整合していること。 

⑥ 施行規則第１３２条の６第６号に掲げる事項として、少なくとも次に掲げる内容及び基準に適

合していること。 

イ 決済対象及び決済日が明記されていること。 

ロ 翌日市場及び一時間前市場については、取引参加者の間で直接資金決済を行うのではなく、

卸電力取引所が取引参加者間の売買取引を整理（ネッティング処理）した上で、売買代金を求

償することとしていること。 

⑦ 施行規則第１３２条の６第７号に掲げる事項として、少なくとも次に掲げる内容及び基準に適

合していること。 

イ 取引参加者から売買手数料や会費等を徴収する場合には、金額の定め方及びその徴収方法に

ついて明確な定めが置かれていること。 

ロ 徴収する金額の定め方及びその徴収方法が特定の者を有利に扱い、又は不利に扱うものとな

っていないこと。 

⑧ 施行規則第１３２条の６第８号に掲げる事項として、少なくとも次に掲げる内容及び基準に適

合していること。 

イ 翌日市場及び一時間前市場については、代金支払が不履行となった場合に備えて、清算預託

金を預かる制度が採用されていること。 

ロ 取引参加者から清算預託金を徴収する場合には、少なくとも次に掲げる内容を定めているこ

と。 

（ⅰ） 清算預託金の算定方法 

（ⅱ） 清算預託金の徴収方法 

（ⅲ） 清算預託金の保全の方法及び運用益の取扱い 

（ⅳ） 清算預託金の払い戻し方法 

ハ 清算預託金の必要額が市場の流動性の確保を妨げるものとなっていないこと。 

⑨ 施行規則第１３２条の６第８号の２に掲げる事項として、少なくとも翌日市場において地域ご

とに取引価格を算定する方法について定められていること。 
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⑩ 施行規則第１３２条の６第９号に掲げる事項として、少なくとも次に掲げる内容及び基準に適

合していること。 

イ 翌日市場における地域間の売買取引の決済に係る収入及びその決済に要する費用について、

卸電力取引所の資産から実質的に区別して管理されていること。 

ロ 翌日市場における地域間の売買取引の決済に係る収入からその決済に要する費用を控除し

た金額の納付について定められていること。 

⑪ 施行規則第１３２条の６第１０号に掲げる事項として、少なくとも次に掲げる内容及び基準に

適合していること。 

イ いかなる行為が不正な取引に該当するかを定め、取引参加者に対するルールにおいて、これ

を明示的に禁止していること。 

ロ 不正な取引として、少なくとも次の項目を定めていること。 

（ⅰ） 電気の実物取引を目的としない取引をすること 

（ⅱ） 仮装の取引をする、又は偽って自己の名を用いないで取引をすること 

（ⅲ） 他者と通謀の上、当該他者との取引を成立させることを意図した取引の申込みをする

こと 

（ⅳ） 単独で又は他人と共同して、取引が繁盛であると誤解させるような取引や相場を変動

させるような取引をすること 

（ⅴ） 市場相場が自己や他人の操作によって変動する旨を流布すること 

（ⅵ） インバランス料金を変動させることを目的に、約定を見込まない取引を行うこと 

（ⅶ） 相対取引や電力先物市場など卸電力取引所外の電力に関連した取引において利益を得

る目的で、卸電力取引所の市場の相場を変動させるような取引を行うこと 

（ⅷ） 公表前の発電所又は蓄電所（電気設備に関する技術基準を定める省令（平成九年通商

産業省令第五十二号）第一条第四号に規定する蓄電所をいう。）の事故情報など、卸電力取

引所の価格形成に影響に及ぼすインサイダー情報に基づく取引を行うこと 

ハ いかなる場合に不当な価格形成に該当する可能性があるかについて定めていること。また、

不当な価格形成に該当する可能性がある場合として、少なくとも次の項目を定めていること。 

（ⅰ） 市場における需給関係では正当化できない水準の価格が形成されている場合 

（ⅱ） 一般的な発電原価から上方又は下方に著しく乖離した市場価格が形成されている場合 

ニ 不正な取引を防止するため、取引参加者に対するルールの周知や教育を行うこととしている

こと。 

⑫ 施行規則第１３２条の６第１１号に掲げる事項として、少なくとも次に掲げる内容及び基準に

適合していること。 

イ 市場開設業務を実施するに足りる十分な組織体制が整備されていること。 

ロ 職員の監視体制が整備されていること。 

ハ 売買取引の数量の拡大及び適正な価格形成を図るための企画、調査及び提言を行う体制が整
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備されていること。 

⑬ 施行規則第１３２条の６第１２号に掲げる事項として、少なくとも次に掲げる内容及び基準に

適合していること。 

イ 卸電力取引市場の監視を行う体制が整備されていること。特に、第三者委員会における審議

や処分に対する不服申立制度が整備されていることなど、卸電力市場の監視結果についての判

断や処分が公正・中立になされることを担保する仕組みを有していること。 

ロ 取引参加者の行為が、不当な行為及び不当な価格形成に該当するおそれがある場合には、必

要に応じて、取引参加者に対する調査を行うこととされていること。 

ハ 不当な行為及び不当な価格形成に該当すると認めたときは、業務規程その他の取引関連規定

に基づき、取引参加者に対して必要な処分を行うこととされていること。 

ニ ハの措置を講じたときは、速やかにその旨を資源エネルギー庁及び電力・ガス取引監視等委

員会へ報告することとしていること。 

⑭ 施行規則第１３２条の６第１３号に掲げる事項として、少なくとも次に掲げる内容及び基準に

適合していること。 

イ 取引参加者が関係法令、業務規程その他卸電力取引所が定める規定に違反する行為を行った

場合の処分内容が具体的に明記されていること。 

ロ 卸電力取引所が実施する調査に対する取引参加者の協力に関する記載を設けていること。ま

た、当該調査に対する協力が得られなかった場合の措置について定められていること。 

⑮ 施行規則第１３２条の６第１４号に掲げる事項として、少なくとも取引参加者が利用しやすい

市場運営が行われるように、取引ルールや取引制度の変更について、取引参加者の意見を聴き、

必要に応じて反映させる仕組みを有していること。 

     

（６７）第９９条の７第１項の規定による卸電力取引所の事業計画及び収支予算の認可 

第９９条の７第１項の規定による卸電力取引所の事業計画及び収支予算の認可に係る審査基

準については、次に掲げる事項が、卸電力取引所事業計画及び予算収支認可申請書並びに添付資

料に明確に記載され、かつ、次に掲げる全ての要件に適合していると認められるときでなければ、

認可しないものとする。 

① 事業計画に当該年度の運営方針が記載されており、かつ、当該事業計画が卸電力取引の機会の

拡大及び適切な価格の形成に資し、市場開設業務の適確な実施に支障を及ぼすおそれがないと認

められること。 

② 収支予算が少なくとも次の方針に基づき整理されており、かつ、収支予算が卸電力取引の機会

の拡大及び適切な価格の形成に資し、市場開設業務の適確な実施に支障を及ぼすことおそれがな

いと認められること。 

イ 収入と支出の部に整理する等、勘定の適切な整理をすること。 

ロ 地域によって売買取引の価格が異なることにより生じる収益について、他の収益から実質的
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に区別されていること。 

ハ 市場開設業務以外の業務を営む場合には、市場開設業務に係る収支とそれ以外の業務に係る

収支を区分して整理していること。 

   

（６８）第９９条の９第１項の規定による卸電力取引所の市場開設業務の全部又は一部の休廃止の許可 

第９９条の９第１項の規定による卸電力取引所の市場開設業務の全部又は一部の休廃止の許

可に係る審査基準については、市場開設業務の全部又は一部の休廃止を行うことについて、取引

参加者及び取引参加者以外の電気事業者に対する周知が行われていること並びに取引参加者の

利益が阻害されるおそれが少ないと認められること。 

  

（６９）第９９条の１０の規定による卸電力取引所の役員の選任の認可 

第９９条の１０の規定による卸電力取引所の役員の選任の認可に係る審査基準については、選

任しようとする役員が以下のいずれの要件にも該当することとする。 

① 第９７条第１項６号に規定する役員の欠格条項に該当しないこと。 

② 第１の（６５）④イに適合すること。 

 

（７０）第９９条の１０の規定による卸電力取引所の役員の解任の認可 

第９９条の１０の規定による卸電力取引所の役員の解任の認可に係る審査基準については、解

任しようとする役員を解任することにより、卸電力取引所の業務の適確な遂行に支障を及ぼすお

それがないこととする。 

 

（７１）附則第１２項の規定による認定 

附則第１２項の規定による認定に係る審査基準については、同項に認定の基準が規定されてお

り、更に具体的な審査基準を作成することは困難であるため、審査基準は作成しない。   

   

（７２）財務会計省令第７条の規定による債務負担行為の認可 

財務会計省令第７条の規定による債務負担行為の認可に係る審査基準については、債務負担行

為を必要とする理由、債務負担行為の金額及び広域的運営推進機関の財務状態等を考慮して、債

務負担行為により広域的運営推進機関の経理的基礎に支障を及ぼすおそれがないこととする。 

 

（７３）財務会計省令第８条第２項の規定による予算の流用及び予備費の使用の承認 

財務会計省令第８条第２項の規定による予算の流用及び予備費の使用の承認に係る審査基準

については、予算の流用又は予備費の使用の理由、予算の流用又は予備費の金額、広域的運営推

進機関の財務状態等を考慮して、予算の流用又は予備費の使用により広域的運営推進機関の経理

的基礎に支障を及ぼすおそれがないこととする。 
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（７４）財務会計省令第２０条第２項の規定による会計規程の承認及び変更の承認 

財務会計省令第２０条第２項の規定による会計規程の承認及び変更の承認に係る審査基準に

ついては、会計規程が広域的運営推進機関の経理的基礎に支障を及ぼすおそれがなく、広域的運

営推進機関の業務の適正かつ確実な実施に支障を及ぼすおそれがないこととする。 

 

第２ 処分の基準 

（１）第２条の９第１項の規定による小売電気事業の登録の取消し 

第２条の９第１項の規定による小売電気事業の登録の取消しについては、同項各号に取消しの

基準が規定されており、更に具体的な基準を作成することが困難であるため、基準は作成しない。 

 

（２）第２条の１２第２項の規定による小売電気事業者に対する供給能力の確保等に係る命令 

第２条の１２第２項の規定による小売電気事業者に対する供給能力の確保等に係る命令につ

いては、同項に命令の基準が規定されているところであり、より具体的には、例えば、広域的運

営推進機関による供給能力を確保するための費用の請求に応じない場合とする。 

 

（３）第２条の１７第１項の規定による小売電気事業者に対する業務改善命令 

第２条の１７第１項の規定による小売電気事業者に対する業務改善命令については、同項に命

令の基準が規定されているところであり、より具体的には、例えば、「電力の小売営業に関する指

針」（以下「小売指針」という。）（別添９）に記載している「問題となる行為」その他の適切でな

い小売電気事業の運営のため、電気の使用者の利益の保護又は電気事業の健全な発達に支障が生

じ、又は生ずるおそれがあると認めるときとする。 

 

（４）第２条の１７第２項の規定による小売電気事業者等に対する業務改善命令 

第２条の１７第２項の規定による小売電気事業者等に対する業務改善命令については、同項に

命令の基準が規定されているところであり、より具体的には、例えば、小売指針３（１）「不明確

な電気料金の算出方法」に記載するように、小売供給契約の締結又はその媒介、取次ぎ若しくは

代理をしようとするときにおいて、電気料金の算出方法を説明せず、又は当該算定方法を欠いた

書面を交付した場合等とする。 

 

（５）第２条の１７第３項の規定による小売電気事業者に対する業務改善命令 

第２条の１７第３項の規定による小売電気事業者に対する業務改善命令については、同項に命

令の基準が規定されているところであり、より具体的には、例えば、小売指針４（２）「停電に関

する問合せ対応に関して問題となる行為及び望ましい行為」に記載するように、原因が不明な停

電が生じた場合において、小売電気事業者が需要家からの問合せに不当に応じない場合等とする。 
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（６）第９条第５項の規定による一般送配電事業者に対する電気工作物の変更届出の内容の変更命令

及び中止命令 

第９条第５項の規定による一般送配電事業者に対する電気工作物の変更届出の内容の変更命

令及び中止命令については、同項に処分の基準が規定されており、更に具体的な基準を作成する

ことが困難であるため、基準は作成しない。 

 

（７）第１３条第２項において読み替えて準用する第９条第５項の規定による一般送配電事業者に対

する設備の譲渡し等の変更命令及び中止命令 

第１３条第２項において読み替えて準用する第９条第５項の規定による一般送配電事業者に

対する設備の譲渡し等の変更命令及び中止命令については、同項に処分の基準が規定されており、

更に具体的な基準を作成することが困難であるため、基準は作成しない。 

 

（８）第１５条第１項の規定による一般送配電事業の許可の取消し 

第１５条第１項の規定による一般送配電事業の許可の取消しについては、同項に取消しの基準

が規定されており、更に具体的な基準を作成することが困難であるため、基準は作成しない。 

 

（９）第１５条第２項の規定による一般送配電事業の許可の取消し 

第１５条第２項の規定による一般送配電事業の許可の取消しについては、同項に取消しの基準

が規定されており、更に具体的な基準を作成することが困難であるため、基準は作成しない。 

 

（１０）第１６条第１項の規定による供給区域の増加の許可の取消し 

第１６条第１項の規定による供給区域の増加の許可の取消しについては、同項に取消しの基準

が規定されており、更に具体的な基準を作成することが困難であるため、基準は作成しない。 

 

（１１）第１６条第２項の規定による供給区域の減少 

第１６条第２項の規定による供給区域の減少については、同項に処分の基準が規定されており、

更に具体的な基準を作成することが困難であるため、基準は作成しない。 

 

（１２）第１７条の３第１項の規定による収入の見通しの変更の承認の申請命令 

第１７条の３第１項の規定による収入の見通しの変更の承認の申請命令については、同項に命

令の基準が規定されているところであり、より具体的には、例えば、エネルギー政策の変更その

他のエネルギーをめぐる諸情勢の著しい変化など収入の見通しの算定時に予見し難い事由に対

応するために費用の変動が生じ、第１７条の２第１項の承認を受けた収入の見通し（同条第４項

の変更の承認又は第１７条の３第２項の規定による変更があったときは、その変更後のもの）の
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算定に係る費用と実際に生じた費用との間に著しい乖離が生じており、かつ、収入上限が著しく

不適当となり、公共の利益の増進に支障があると認められる場合とする。 

 

（１３）第１８条第６項の規定による託送供給等約款の変更命令 

第１８条第６項の規定による託送供給等約款の変更命令については、同項に命令の基準が規定

されているところであり、より具体的には、例えば、次のような場合とする。 

① 託送供給等約款により電気の供給を受ける者に対して提示される料金水準が不当に高いもので

あると認められ、又は当該電気の供給を受ける者に対して料金以外の供給条件が不当に厳しく設

定されていると認められる場合［第１号要件］ 

② 当該託送供給等約款において定められている料金率や計算式をもって、使用量等に応じた料金

が計算可能でない場合［第２号要件］ 

③ 一般送配電事業者及び電気の供給を受ける者の責任に関する事項並びに電力量の計量に必要な

計量器や配線工事等における費用の負担の方法等が適正かつ明確に定められているとはいえない

場合［第３号要件］ 

④ 託送供給等約款が、一般送配電事業託送供給等約款料金算定規則に基づいて定められているこ

とを前提とした上で、正当な理由に基づいて区別を行う場合を除き、全ての託送供給等利用者に

対して平等でない場合（特に、料金については、３需要種別に整理された原価等を基とした契約

種別ごとの料金率の設定が公平でない場合）［第４号要件］ 

⑤ 当該託送供給等約款における振替供給に係る供給条件の設定が広域的な電気の供給の促進を阻

害する場合や設定された料金メニューが公共の利益の増進に支障があるものである場合［第５号

要件］ 

なお、上記の判断に当たっては、託送供給等利用者と一般送配電事業者との間に託送供給等約

款の設定について紛争が生じ、当事者間で解決できず、行政に紛争が持ち込まれた場合において、

その過程において得られた情報を勘案することとする。 

 

（１４）第１８条第１１項の規定による託送供給等約款の変更命令 

第１８条第１１項の規定による託送供給等約款の変更命令については、同条第１０項に命令の

基準が規定されているところであり、より具体的には、例えば、次のような場合とする。 

① 料金の変更の内容として、他の法律の規定により支払うべき費用の額の増加に対応する目的以

外の目的による変更が含まれている場合［第１号要件］ 

② 当該託送供給等約款において定められている料金率や計算式をもって、使用量等に応じた料金

が計算可能でない場合［第２号要件］ 

③ 託送供給等約款が、一般送配電事業託送供給等約款料金算定規則に基づいて定められているこ

とを前提とした上で、正当な理由に基づいて区別を行う場合を除き、全ての託送供給等利用者に

対して平等でない場合（特に、料金については、３需要種別に整理された原価等を基とした契約
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種別ごとの料金率の設定が公平でない場合）［第５号要件］ 

 

（１５）第１９条第１項の規定による託送供給等約款等の変更の認可の申請命令 

第１９条第１項の規定による託送供給等約款等の変更の認可の申請命令については、同項に命

令の基準が規定されているところであり、より具体的には、例えば、次のような場合とする。 

① 第１８条第１項の認可を受け、又は同条第５項若しくは第８項の規定により届け出られた託送

供給等約款が、認可を受け、又は届け出られた当時は合理的なものであったとしても、例えば、

物価の大幅な変動や需要構成の著しい変化があるなど社会的経済的事情の変動により著しく不適

当となり、公共の利益の増進に支障があると認められる場合 

② 廃炉等実施認定事業者（原子力損害賠償・廃炉等支援機構法（平成２３年法律第９４号）第５

５条の３に規定する「廃炉等実施認定事業者」をいう。以下この②において同じ。）の子会社等で

ある一般送配電事業者（以下この②において「特定一般送配電事業者」という。）であって、電気

事業会計規則（昭和４０年通商産業省令第５７号）に定める廃炉等負担金の直近３事業年度の平

均額が、次の式により算定した額の直近３事業年度の平均額を超過する場合（ただし、現行の基

準託送供給料金の水準維持の妥当性に関して特定一般送配電事業者から合理的な説明がなされた

場合又は原子力損害賠償・廃炉等支援機構法第５５条の３第２項の規定により、廃炉等積立金を

積み立てる日の属する事業年度の翌事業年度の開始の日までに、一般送配電事業託送供給等約款

料金算定規則に基づいて基準託送供給料金の改定を実施する場合には、原則として該当しないも

のとする。） 

 

Ａ－Ｂ×（１－Ｃ） 

 

Ａ 原子力損害賠償・廃炉等支援機構法第５５条の４第５項の規定により通知された廃炉等積

立金の額 

Ｂ 特定一般送配電事業者の特定関係事業者（第２２条の３第１項に規定する特定関係事業者

をいい、過去に特定関係事業者であった者を含み、廃炉等実施認定事業者がその設立の日か

ら引き続き発行済株式の全部を直接有するものに限る。以下この②において同じ。）であって、

小売電気事業を営む者（過去に小売電気事業を営んでいた者を含む。以下この②において「特

定小売電気事業者」という。）及び発電事業を営む者（過去に発電事業を営んでいた者を含む。

以下この②において「特定発電事業者」という。）の経常利益の合計値（特定小売電気事業者

が行う小売電気事業又は特定発電事業者が行う発電事業に関して有する権利義務の全部又は

一部を他の小売電気事業者又は発電事業者に承継させた場合は、承継を受けた当該小売電気

事業を営む者又は発電事業を営む者（以下この②において「承継会社」という。）の経常利益

に当該特定小売電気事業者又は当該特定発電事業者の出資比率を乗じた経常利益の合計値を

含み、承継会社からの配当益を除く。） 
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Ｃ 廃炉等実施認定事業者、特定一般送配電事業者、特定小売電気事業者及び特定発電事業者

の有形固定資産額（承継会社がある場合は、承継会社の有形固定資産額に当該特定小売電気

事業者又は当該特定発電事業者の出資比率を乗じた有形固定資産額を含む。）の合計値に占

める当該特定一般送配電事業者の有形固定資産額の割合 

なお、上記の判断に当たっては、託送供給等利用者と一般送配電事業者との間に託送供給等約

款の設定について紛争が生じ、当事者間で解決できず、行政に紛争が持ち込まれた場合において、

その過程において得られた情報を勘案することとする。 

 

（１６）第２０条第３項の規定による最終保障供給約款の変更命令 

第２０条第３項の規定による最終保障供給約款の変更命令については、同項に命令の基準が規

定されているところであり、より具体的には、例えば、次のような場合とする。 

① 最終保障供給約款において定められている料金率や計算式をもって、使用量等に応じた料金が

計算可能でない場合［第１号要件］ 

② 一般送配電事業者が定める最終保障供給約款が、区域において一般電気事業者であった小売電

気事業者が自主的に公表した標準的な小売料金メニュー（以下「標準メニュー」という。）と比べ

て、不当に高いものであるため、当該最終保障供給約款により供給を受ける需要家の利益を著し

く阻害するおそれがある場合（ただし、当該最終保障供給約款により供給を受ける需要家に対応

するため当該一般送配電事業者が予備力を活用する状況にある場合であって、標準メニューに比

べて合理的なコストアップを反映した価格を設定するときは、原則として該当しない。）［第３号

及び第４号要件］ 

なお、上記の判断に当たっては、需要家と一般送配電事業者との間に最終保障供給約款の設定

について紛争が生じ、当事者間で解決できず、行政に紛争が持ち込まれた場合において、その過

程において得られた情報を勘案することとする。 

 

（１７）第２０条の２第３項において準用する同条第２項の規定による指定区域の指定解除 

第２０条の２第３項において準用する同条第２項の規定による指定区域の指定解除について

は、同項に解除の基準が規定されており、より具体的には、第１（１６）①又は②に該当しなく

なった場合とする。 

 

（１８）第２１条第３項の規定による離島等供給約款の変更命令   

第２１条第３項の規定による離島等供給約款の変更命令については、同項に命令の基準が規定

されているところであり、より具体的には、例えば、次のような場合とする。 

① 供給区域ごとに、経済産業大臣が公表する小売供給に係る料金水準（電圧別・用途別の平均的

な料金単価及びこれらの区分における主要な料金メニュー体系（個別の料金単価の設定を除く。））

と比べて、離島等供給約款において定められている料金の水準が同程度でない場合［第１号要件］ 
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② 離島等供給約款において定められている料金率や計算式をもって、使用量等に応じた料金が計

算可能でない場合［第２号要件］ 

なお、上記の判断に当たっては、需要家と一般送配電事業者との間に離島等供給約款の設定に

ついて紛争が生じ、当事者間で解決できず、行政に紛争が持ち込まれた場合において、その過程

において得られた情報を勘案することとする。 

 

（１９）第２３条第６項の規定による一般送配電事業者に対する禁止行為等の停止又は変更命令 

第２３条第６項の規定による一般送配電事業者に対する禁止行為等の停止又は変更命令につ

いては同条第１項から第５項の規定に基づき、個々の事例ごとに判断するものであるが、「適正な

電力取引についての指針」（別添１０）の「公正かつ有効な競争の観点から望ましい行為」の該当

部分のとおりである場合には、同条第６項の規定による停止又は変更命令が発動されないものと

する。 

 

（２０）第２６条第２項の規定による電圧又は周波数の維持命令 

第２６条第２項の規定による電圧又は周波数の維持命令については、同項に命令の基準が規定

されており、更に具体的な基準を作成することが困難であるため、基準は作成しない。 

 

（２１）第２７条第１項の規定による一般送配電事業者に対する業務改善命令 

第２７条第１項の規定による一般送配電事業者に対する業務改善命令については、同項に命令

の基準が規定されており、更に具体的な基準を作成することが困難であるため、基準は作成しな

い。 

 

（２２）第２７条第２項の規定による一般送配電事業者に対する業務改善命令 

第２７条第２項の規定による一般送配電事業者に対する業務改善命令については、同項に命令

の基準が規定されており、更に具体的な基準を作成することが困難であるため、基準は作成しな

い。 

 

（２３）第２７条の３の規定による一般送配電事業者に対する固定資産償却命令又は積立金等積立命令 

第２７条の３の規定による一般送配電事業者に対する固定資産償却命令又は積立金等積立命

令については、同条に命令の基準が規定されており、更に具体的な基準を作成することが困難で

あるため、基準は作成しない。 

 

（２４）第２７条の８第１項の規定による送電事業の許可の取消し 

第２７条の８第１項の規定による送電事業の許可の取消しについては、同項に取消しの基準が

規定されており、更に具体的な基準を作成することが困難であるため、基準は作成しない。 
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（２５）第２７条の８第２項の規定による送電事業の許可の取消し 

第２７条の８第２項の規定による送電事業の許可の取消しについては、同項に取消しの基準が

規定されており、更に具体的な基準を作成することが困難であるため、基準は作成しない。 

 

（２６）第２７条の８第３項の規定による送電事業の許可の取消し 

第２７条の８第３項の規定による送電事業の許可の取消しについては、同項に取消しの基準が

規定されており、更に具体的な基準を作成することが困難であるため、基準は作成しない。 

 

（２７）第２７条の９第１項の規定による振替供給の相手方たる一般送配電事業者又は配電事業者の増

加の許可の取消し 

第２７条の９第１項の規定による振替供給の相手方たる一般送配電事業者の増加の許可の取

消しについては、同項に取消しの基準が規定されており、更に具体的な基準を作成することが困

難であるため、基準は作成しない。 

 

（２８）第２７条の１１第３項の規定による振替供給条件の変更命令 

第２７条の１１第３項の規定による振替供給条件の変更命令については、同項に命令の基準が

規定されているところであり、より具体的には、例えば、次のような場合とする。 

① 送電事業者と振替供給を受ける者との間で約定した原価算定期間の設定が不適当な場合であっ

て、振替供給において回収すべき費用（以下「振替供給費用」という。）を回収できないような振

替供給料金を設定した場合又は振替供給費用を超過するような振替供給料金を設定した場合［第

１号及び第５号要件］ 

② 振替供給に関する収支に著しい超過利潤又は欠損が、送電事業者と振替供給を受ける者との間

で約定した内容等に照らして、長期にわたって発生したと認められる場合［第１号及び第５号要

件］ 

③ 原価算定期間を経過してもなお振替供給料金の算定の諸元となる費用の再推計を行わないこと

についての説明が合理的かつ十分なものでない場合［第１号要件］ 

④ 同一送変電設備により、複数の一般送配電事業者又は配電事業者に対して振替供給を行う場合

であって、一般送配電事業者又は配電事業者に応じて、合理的な理由なく差別的な供給条件が設

定される場合［第４号要件］ 

⑤ 届出された供給条件が、将来にわたる送電事業者による広域的かつ効率的な送変電設備の形成、

運用、維持管理の遂行を阻害することにより、電気の使用者の利益増進を妨げるようなことが想

定される場合［第５号要件］ 

 

（２９）第２７条の１１第４項の規定による送電事業者に対する振替供給の命令 
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第２７条の１１第４項の規定による送電事業者に対する振替供給の命令については、同項に命

令の基準が規定されているところであり、より具体的には、例えば、料金を支払わずに契約を解

除された一般送配電事業者及び配電事業者が滞納料金を支払わずに振替供給契約締結を申し込

むような場合、又は事業運営上過度の負担となる送変電設備の新増設を要する場合等の正当な理

由なく振替供給を拒んだ場合とする。 

 

（３０）第２７条の１１の４第５項の規定による送電事業者に対する禁止行為等の停止又は変更命令 

第２７条の１１の４第５項の規定による送電事業者に対する禁止行為等の停止又は変更命令

については、同条第１項から第４項までの規定に基づき、個々の事例ごとに判断するものである

が、「適正な電力取引についての指針」の「公正かつ有効な競争の観点から望ましい行為」の該当

部分のとおりである場合には、同条第５項の規定による停止又は変更命令が発動されないものと

する。 

 

（３１）第２７条の１２において準用する第９条第５項の規定による送電事業者に対する電気工作物の

変更届出の内容の変更命令及び中止命令 

第２７条の１２において準用する第９条第５項の規定による送電事業者に対する電気工作物

の変更届出の内容の変更命令及び中止命令については、同項に処分の基準が規定されており、更

に具体的な基準を作成することが困難であるため、基準は作成しない。 

 

（３２）第２７条の１２において準用する第１３条第２項において読み替えて準用する第９条第５項の

規定による送電事業者に対する設備の譲渡し等の変更命令及び中止命令 

第２７条の１２において準用する第１３条第２項において読み替えて準用する第９条第５項

の規定による送電事業者に対する設備の譲渡し等の変更命令及び中止命令については、同項に処

分の基準が規定されており、更に具体的な基準を作成することが困難であるため、基準は作成し

ない。 

 

（３３）第２７条の１２において準用する第２７条第１項の規定による送電事業者に対する業務改善命

令 

第２７条の１２において準用する第２７条第１項の規定による送電事業者に対する業務改善

命令については、同条に命令の基準が規定されており、更に具体的な基準を作成することが困難

であるため、基準は作成しない。 

 

（３４）第２７条の１２において準用する第２７条の３の規定による送電事業者に対する固定資産償却

命令又は積立金等積立命令 

第２７条の１２において準用する第２７条の３の規定による送電事業者に対する固定資産償
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却命令又は積立金等積立命令については、同条に命令の基準が規定されており、更に具体的な基

準を作成することが困難であるため、基準は作成しない。 

 

（３５）第２７条の１２の８第１項の規定による配電事業の許可の取消し 

第２７条の１２の８第１項の規定による配電事業の許可の取消しについては、同項に取消しの

基準が規定されており、更に具体的な基準を作成することが困難であるため、基準は作成しない。 

 

（３６）第２７条の１２の８第２項の規定による配電事業の許可の取消し 

第２７条の１２の８第２項の規定による配電事業の許可の取消しについては、同項に取消しの

基準が規定されており、更に具体的な基準を作成することが困難であるため、基準は作成しない。 

 

（３７）第２７条の１２の８第３項の規定による配電事業の許可の取消し 

第２７条の１２の８第３項の規定による配電事業の許可の取消しについては、同項に取消しの

基準が規定されており、更に具体的な基準を作成することが困難であるため、基準は作成しない。 

 

（３８）第２７条の１２の９第１項の規定による供給区域の増加の許可の取消し 

第２７条の１２の９第１項の規定による供給区域の増加の許可の取消しについては、同項に取

消しの基準が規定されており、更に具体的な基準を作成することが困難であるため、基準は作成

しない。 

 

（３９）第２７条の１２の９第２項の規定による供給区域の減少 

第２７条の１２の９第２項の規定による供給区域の減少については、同項に処分の基準が規定

されており、更に具体的な基準を作成することが困難であるため、基準は作成しない。 

 

（４０）第２７条の１２の１１第３項の規定による託送供給等約款の変更命令 

第２７条の１２の１１第３項の規定による託送供給等約款の変更命令については、同項に命令

の基準が規定されているところであり、同項各号に該当しない場合としては、より具体的には、

例えば、次のような場合とする。 

① 配電事業者の供給区域内の一の需要家（以下この（４０）において単に「一の需要家」という。）

ごとに次の式により算出した値のいずれかが±５％を超える場合（ただし、当該配電事業者の供

給区域の全部又は一部をその供給区域に含む一般送配電事業者（以下この（４０）において単に

「一般送配電事業者」という。）が第１８条第５項又は第８項の規定による託送供給等約款の変更

の届出をし、又は第１９条第２項の規定による託送供給等約款の変更があったことにより、この

要件に該当することとなった場合にあっては、一般送配電事業者が第１８条第１２項の規定によ

り託送供給等約款を公表した日から起算して三月以内に配電事業者が第２７条の１２の１１第１
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項の規定により託送供給等約款の変更の届出をすることによりこの要件に該当しない託送供給等

約款を定め、かつ、当該託送供給等約款を第２７条の１２の１１第４項の規定により公表した場

合を除く。）［第１号要件］ 

 

  （Ａ／Ｂ－１）×１００（％） 

 

  Ａ 配電事業者の供給区域における託送供給等について、配電事業者の託送供給等約款を適用

した場合における一の需要家別ごとの需要側託送供給料金の単価 

Ｂ 配電事業者の供給区域における託送供給等について、一般送配電事業者の託送供給等約款

を適用した場合における一の需要家別ごとの需要側託送供給料金の単価 

② 配電事業者の供給区域内の低圧需要、高圧需要及び特別高圧需要（以下この②において「３需

要種別」という。）ごとに次の式により算出した値のいずれかが正となる場合であって、その理由

についての供給区域内の需要家に対する説明が合理的でなく、又は供給区域内の需要家に対する

需要側託送供給料金についての説明が十分なものでない場合（ただし、一般送配電事業者が第１

８条第５項又は第８項の規定による託送供給等約款の変更の届出をし、又は第１９条第２項の規

定による託送供給等約款の変更があったことにより、この要件に該当することとなった場合にあ

っては、一般送配電事業者が第１８条第１２項の規定により託送供給等約款を公表した日から起

算して三月以内に配電事業者が第２７条の１２の１１第１項の規定により託送供給等約款の変更

の届出をすることによりこの要件に該当しない託送供給等約款を定め、かつ、当該託送供給等約

款を第２７条の１２の１１第４項の規定により公表した場合を除く。）[第１号要件] 

 

  Ａ－Ｂ 

 

  Ａ 配電事業者の供給区域における託送供給等について、配電事業者の託送供給等約款を適用

した場合における３需要種別ごとの料金収入の合計値を３需要種別ごとの販売電力量の合計値で

除した値 

Ｂ 配電事業者の供給区域における託送供給等について、一般送配電事業者の託送供給等約款

を適用した場合における３需要種別ごとの料金収入の合計値を３需要種別ごとの販売電力量の

合計値で除した値 

③ 配電事業者の供給区域において、配電事業者の系統に接続される発電者の一の発電場所（以下

この（４０）において単に「一の発電場所」という。）ごとに次の式により算出した値のいずれか

が±５％を超える場合（ただし、一般送配電事業者が第１８条第５項又は第８項の規定による託

送供給等約款の変更の届出をし、又は第１９条第２項の規定による託送供給等約款の変更があっ

たことにより、この要件に該当することとなった場合にあっては、一般送配電事業者が第１８条

第１２項の規定により託送供給等約款を公表した日から起算して三月以内に配電事業者が第２７
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条の１２の１１第１項の規定に基づき託送供給等約款の変更の届出をすることによりこの要件に

該当しない託送供給等約款を定め、かつ、当該託送供給等約款を第２７条の１２の１１第４項の

規定に基づき公表した場合を除く。）［第１号要件］ 

 

  （Ａ／Ｂ－１）×１００（％） 

 

  Ａ 配電事業者の供給区域における一の発電場所ごとの発電側託送供給料金について、配電事

業者の託送供給等約款を適用した場合における一の発電場所ごとの発電側託送供給料金の単価 

Ｂ 配電事業者の供給区域における一の発電場所ごとの発電側託送供給料金について、一般送

配電事業者の託送供給等約款を適用した場合における一の発電場所ごとの発電側託送供給料金

の単価 

④ 上記③のＡ－Ｂの値が正となる場合であって、その理由についての供給区域内の需要家に対す

る説明が合理的でなく、又は供給区域内の需要家に対する発電側託送供給料金についての説明が

十分なものでない場合（ただし、一般送配電事業者が第１８条第５項又は第８項の規定による託

送供給等約款の変更の届出をし、又は第１９条第２項の規定による託送供給等約款の変更があっ

たことにより、この要件に該当することとなった場合にあっては、一般送配電事業者が第１８条

第１２項の規定により託送供給等約款を公表した日から起算して三月以内に配電事業者が第２７

条の１２の１１第１項の規定に基づき託送供給等約款の変更の届出をすることによりこの要件に

該当しない託送供給等約款を定め、かつ、当該託送供給等約款を第２７条の１２の１１第４項の

規定に基づき公表した場合を除く。） [第１号要件] 

⑤ 託送供給等約款により電気の供給を受ける者に対する料金以外の供給条件が、不当に厳しく設

定されていると認められる場合［第２号要件］ 

⑥ 接続検討申込み時に明らかにすべき事項及び当該申込みを受けた配電事業者の回答までの標準

的な期間等の設定が不適当であり、小売電気事業を営もうとする者若しくは営む者が区域におい

て兼業している小売電気事業者と、発電事業を営もうとする者若しくは営む者が区域において兼

業している発電事業者と、又は特定卸供給事業を営もうとする者若しくは営む者が区域において

兼業している特定卸供給事業者と公平な条件により託送供給を受けることができないと認められ

る場合［第２号要件］ 

⑦ 配電事業者が定める託送供給等約款における料金以外の供給条件が、一般送配電事業者が定め

る託送供給等約款における料金以外の供給条件と異なることにより、当該配電事業者の託送供給

等約款により電気の供給を受ける者がシステムの改修等に多額の費用を要し、託送供給等を受け

ることを著しく困難にするおそれがある場合その他の配電事業者が定める託送供給等約款におけ

る料金以外の供給条件が、当該配電事業者の託送供給等約款により電気の供給を受ける者が託送

供給等を受けることを著しく困難にするおそれがある場合［第２号要件］ 

⑧ 当該託送供給等約款において定められている料金率や計算式をもって、使用量等に応じた料金
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が計算可能でない場合［第３号要件］ 

⑨ 配電事業者及び電気の供給を受ける者の責任に関する事項並びに電力量の計量に必要な計量器

や配線工事等における費用の負担の方法等が適正かつ明確に定められているとはいえない場合

［第４号要件］ 

⑩ 当該託送供給等約款における工事費負担等の供給条件の設定が不適当であり、小売電気事業を

営もうとする者若しくは営む者が区域において兼業している小売電気事業者と、発電事業を営も

うとする者若しくは営む者が区域において兼業している発電事業者と、又は特定卸供給事業を営

もうとする者若しくは営む者が区域において兼業している特定卸供給事業者と公平な条件により

託送供給等を受けることができないと認められる場合［第４号要件］ 

⑪ 正当な理由に基づいて区別を行う場合を除き、全ての託送供給等利用者に対して平等でない場

合［第５号要件］ 

⑫ 当該託送供給等約款における振替供給に係る供給条件の設定が広域的な電気の供給の促進を阻

害する場合や設定された料金メニューが公共の利益の増進に支障があるものである場合［第６号

要件］ 

⑬ 配電事業者が定める託送供給等約款における料金以外の供給条件が、一般送配電事業者が定め

る託送供給等約款における料金以外の供給条件と異なることにより、供給区域内の電気の使用者

の利益を阻害する場合、例えば、事業用電気工作物の工事、維持及び運用に関する保安及び電気

の安定供給の確保に支障がある場合など公共の利益の増進に支障があるものである場合［第６号

要件］ 

なお、上記の判断に当たっては、託送供給等利用者と配電事業者との間に託送供給等約款の設

定について紛争が生じ、当事者間で解決できず、行政に紛争が持ち込まれた場合において、その

過程において得られた情報を勘案することとする。 

 

（４１）第２７条の１２の１２第４項の規定による引継計画の変更命令 

第２７条の１２の１２第４項の規定による引継計画の変更命令については、同項に変更命令の

基準が規定されており、更に具体的な基準を作成することが困難であるため、基準は作成しない。 

 

（４２）第２７条の１２の１３において準用する第９条第５項の規定による配電事業者に対する電気工

作物の変更届出の内容の変更命令及び中止命令 

第２７条の１２の１３において準用する第９条第５項の規定による配電事業者に対する電気

工作物の変更届出の内容の変更命令及び中止命令については、同項に処分の基準が規定されてお

り、更に具体的な基準を作成することが困難であるため、基準は作成しない。 

 

（４３）第２７条の１２の１３において準用する第１３条第２項において読み替えて準用する第９条第

５項の規定による配電事業者に対する設備の譲渡し等の変更命令及び中止命令 
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第２７条の１２の１３において準用する第１３条第２項において読み替えて準用する第９条

第５項の規定による配電事業者に対する設備の譲渡し等の変更命令及び中止命令については、同

項に処分の基準が規定されており、更に具体的な基準を作成することが困難であるため、基準は

作成しない。 

 

（４４）第２７条の１２の１３において読み替えて準用する第２３条第６項の規定による配電事業者に

対する禁止行為等の停止又は変更命令 

第２７条の１２の１３において読み替えて準用する第２３条第６項の規定による配電事業者

に対する禁止行為等の停止又は変更命令については、同条第１項から第５項の規定に基づき、

個々の事例ごとに判断するものであるが、「適正な電力取引についての指針」の「公正かつ有効な

競争の観点から望ましい行為」の該当部分のとおりである場合には、同条第６項の規定による停

止又は変更命令が発動されないものとする。 

 

（４５）第２７条の１２の１３において準用する第２６条第２項の規定による配電事業者に対する電圧

又は周波数の維持命令 

第２７条の１２の１３において準用する第２６条第２項の規定による配電事業者に対する電

圧又は周波数の維持命令の基準については、第２６条第２項の規定による電圧又は周波数の維持

命令の基準を準用するものとする。 

 

（４６）第２７条の１２の１３において準用する第２７条第１項の規定による配電事業者に対する業務

改善命令 

第２７条の１２の１３において準用する第２７条第１項の規定による配電事業者に対する業

務改善命令については、同条に命令の基準が規定されており、更に具体的な基準を作成すること

が困難であるため、基準は作成しない。 

 

（４７）第２７条の１２の１３において準用する第２７条の３の規定による配電事業者に対する固定資

産償却命令又は積立金等積立命令 

第２７条の１２の１３において準用する第２７条の３の規定による配電事業者に対する固定

資産償却命令又は積立金等積立命令については、同条に命令の基準が規定されており、更に具体

的な基準を作成することが困難であるため、基準は作成しない。 

 

（４８）第２７条の１３第５項（同条第８項において読み替えて準用する場合を含む。）の規定による特

定送配電事業の届出内容の変更又は中止命令 

第２７条の１３第５項（同条第８項において読み替えて準用する場合を含む。）の規定による特

定送配電事業の届出内容の変更又は中止命令については、同項に命令の基準が規定されていると
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ころであり、より具体的には、例えば、次の条件の全てに該当している場合とする。 

① 届出に係る送電用又は配電用の電気工作物について、届出に係る供給地点を供給区域に含む一

般送配電事業者が維持し、及び運用する基幹送電線と同等かそれ以上の電圧階級であり、かつ、

こう長が１０ｋｍ以上の規模を有している場合 

② 届出に係る供給地点のいずれかにおいて、届出がなされた時点からさかのぼる一定の期間内に、

一般送配電事業者が維持し、及び運用する送電用又は配電用の電気工作物が敷設されている場合

（ただし、当該条件に該当しない場合でも、届出に係る送電用又は配電用の電気工作物が当該電

気工作物に属する供給地点の需要規模以上の規模となっている場合には、当該条件に該当するも

のと判断する。） 

③ 届出に係る送電用又は配電用の電気工作物に属する供給地点の需要規模及び需要見通しと当該

供給地点を供給区域に含む一般送配電事業者の事業規模とを比較し、一般送配電事業者の送電用

又は配電用の電気工作物の利用効率が著しく悪化し、一般送配電事業の遂行そのものに明らかな

支障が生じるおそれがある場合 

 

（４９）第２７条の２１第１項の規定による小売供給の登録の取消し 

第２７条の２１第１項の規定による小売供給の登録の取消しについては、同項各号に処分の基

準が規定されており、更に具体的な基準を作成することが困難であるため、基準は作成しない。 

 

（５０）第２７条の２６第１項において準用する第２６条第２項の規定による特定送配電事業者に対す

る電圧又は周波数の維持命令 

第２７条の２６第１項において準用する第２６条第２項の規定による特定送配電事業者に対

する電圧又は周波数の維持命令の基準については、第２６条第２項の規定による電圧又は周波数

の維持命令の基準を準用するものとする。 

 

（５１）第２７条の２６第１項において準用する第２７条第１項の規定による特定送配電事業者に対す

る業務改善命令 

第２７条の２６第１項において準用する第２７条第１項の規定による特定送配電事業者に対

する業務改善命令の基準については、第２７条第１項の規定による一般送配電事業者に対する業

務改善命令の基準を準用するものとする。 

 

（５２）第２７条の２６第２項において準用する第２条の１２の規定による登録特定送配電事業者に対

する供給能力の確保等に係る命令 

第２７条の２６第２項において準用する第２条の１２の規定による登録特定送配電事業者に

対する供給能力の確保等に係る命令の基準については、第２条の１２の規定による小売電気事業

者に対する供給能力の確保等に係る命令の基準を準用するものとする。 
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（５３）第２７条の２６第２項において準用する第２条の１７第３項の規定による登録特定送配電事業

者に対する業務改善命令 

第２７条の２６第２項において準用する第２条の１７第３項の規定による登録特定送配電事

業者に対する業務改善命令の基準については、第２条の１７第３項の規定による小売電気事業者

に対する業務改善命令の基準を準用するものとする。 

 

（５４）第２７条の２６第３項において読み替えて準用する第２条の１７第２項の規定による登録特定

送配電事業者等に対する業務改善命令 

第２７条の２６第３項において読み替えて準用する第２条の１７第２項の規定による登録特

定送配電事業者等に対する業務改善命令の基準については、第２条の１７第２項の規定による小

売電気事業者等に対する業務改善命令の基準を準用するものとする。 

 

（５５）第２７条の２９において準用する第２７条第１項の規定による発電事業者に対する業務改善命

令 

第２７条の２９において準用する第２７条第１項の規定による発電事業者に対する業務改善

命令の基準については、第２７条第１項の規定による一般送配電事業者に対する業務改善命令の

基準を準用するものとする。 

 

（５６）第２７条の２９において準用する第２７条の３の規定による発電事業者に対する固定資産償却

命令又は積立金等積立命令 

第２７条の２９において準用する第２７条の３の規定による発電事業者に対する固定資産償

却命令又は積立金等積立命令の基準については、第２７条の３の規定による一般送配電事業者に

対する固定資産償却命令又は積立金等積立命令の基準を準用するものとする。 

 

（５７）第２７条の３０第５項（同条第８項において読み替えて準用する場合を含む。）の規定による特

定卸供給事業者に対する事業の届出の内容の変更命令及び中止命令 

第２７条の３０第５項（同条第８項において読み替えて準用する場合を含む。）の規定による特

定卸供給事業者に対する事業の届出の内容の変更命令及び中止命令の基準については、同条第５

項に命令の基準が規定されているところであり、より具体的には、次のとおりとする。 

① 一般送配電事業者に、特定卸供給によりその一般送配電事業の用に供するための電気を供給す

ることを約している場合において、必要な供給能力が確保されている場合は、第２７条の３０

第５項の規定による特定卸供給事業者に対する事業の届出の内容の変更命令及び中止命令は発

動されないものとする。 

② 電子情報処理組織を使用する方法に関して、「特定卸供給事業に係るサイバーセキュリティ確
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保の指針（別添１１。以下「特定卸供給指針」という。）を基として個々の事例ごとに判断され

るものであるが、特定卸供給指針の「サイバーセキュリティ確保の観点から望ましい行為」の

該当部分のとおりである場合は、第２７条の３０第５項の規定による特定卸供給事業者に対す

る事業の届出の内容の変更命令及び中止命令は発動されないものとする。 

 

（５８）第２７条の３２において準用する第２条の１７第１項の規定による特定卸供給事業者に対する

業務改善命令 

第２７条の３２において準用する第２条の１７第１項の規定による特定卸供給事業者に対す

る業務改善命令については、同項に命令の基準が規定されているところであり、より具体的には、

電子情報処理組織を使用する方法に関して、特定卸供給指針を基として個々の事例ごとに判断さ

れるものであるが、特定卸供給指針の「サイバーセキュリティ確保の観点から望ましい行為」の

該当部分のとおりである場合は、第２７条の３２において準用する第２条の１７第１項の規定に

よる特定卸供給事業者に対する業務改善命令は発動されないものとする。 

 

（５９）第２７条の３３第６項の規定による特定供給の許可の取消し 

第２７条の３３第６項の規定による特定供給の許可の取消しについては、同項に取消しの基準

が規定されており、更に具体的な基準を作成することが困難であるため、基準は作成しない。 

 

（６０）第２８条の２３第５項の規定による広域的運営推進機関の役員の解任命令 

第２８条の２３第５項の規定による広域的運営推進機関の役員の解任命令については、同項に

解任命令の基準が規定されており、更に具体的な基準を作成することが困難であるため、基準は

作成しない。 

 

（６１）第２８条の２３第６項の規定による広域的運営推進機関の役員の解任 

第２８条の２３第６項の規定による広域的運営推進機関の役員の解任については、同項に解任

の基準が規定されており、更に具体的な基準を作成することが困難であるため、基準は作成しな

い。 

 

（６２）第２８条の４６第３項の規定による広域的運営推進機関の送配電等業務指針の変更命令 

第２８条の４６第３項の規定による広域的運営推進機関の送配電等業務指針の変更命令につ

いては、同条第２項に命令の基準が規定されており、更に具体的な基準を作成することが困難で

あるため、処分の基準は作成しない。 

 

（６３）第２８条の４８第４項の規定による広域的運営推進機関の広域系統整備計画の変更命令 

第２８条の４８第４項の規定による広域的運営推進機関の広域系統整備計画の変更命令につ
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いては、同項に変更を命ずる基準が規定されており、更に具体的な基準を作成することが困難で

あるため、基準は作成しない。 

 

（６４）第２８条の５９の規定による広域的運営推進機関に対する監督命令 

第２８条の５９の規定による広域的運営推進機関に対する監督命令の処分基準について、「こ

の法律を施行するため必要があると認めるとき」とは、広域的運営推進機関の業務の運営が公正

かつ適正に行われていない場合等とする。 

 

（６５）第２９条第６項の規定による電気の供給命令等 

第２９条第６項の規定による電気の供給命令等については、同項に命令の基準が規定されてお

り、更に具体的な基準を作成することが困難であるため、基準は作成しない。 

 

（６６）第３１条第１項の規定による災害時の電気の供給命令等 

第３１条第１項の規定による災害時の電気の供給命令等については、同項に命令の基準が規定

されており、更に具体的な基準を作成することが困難であるため、基準は作成しない。 

 

（６７）第３４条第１項の規定による緊急の事態への対処等のための一般送配電事業者又は配電事業者

に対する情報の提供の求め 

第３４条第１項の規定による緊急の事態への対処等のための一般送配電事業者又は配電事業

者に対する情報の提供の求めについては、同項に処分の基準が規定されているところであり、よ

り具体的には、例えば、次のような場合とする。 

① 関係行政機関又は地方公共団体（以下「関係行政機関等」という。）が、一般送配電事業者又は

配電事業者から提供を受けた配電線地図、通電情報又は復旧工事計画その他の緊急の事態への対

処のために必要な情報を活用し、速やかに停電地域や停電の復旧見込みを把握し、復旧計画を策

定すること等ができると認められる場合 

② 関係行政機関等が、一般送配電事業者又は配電事業者から提供を受けた配電線地図その他の緊

急の事態の発生の防止のために必要な情報を活用し、より適切な防災計画を策定すること等がで

きると認められる場合 

 

（６８）第３７条の１１第１項の規定による認定電気使用者情報利用者等協会に対する業務改善命令 

第３７条の１１第１項の規定による認定電気使用者情報利用者等協会に対する業務改善命令

の処分基準について、「情報利用等適正化業務の運営に関し改善が必要であると認めるとき」とは、

認定電気使用者情報利用者等協会の業務の運営が公正かつ適正に行われていない場合等とする。 

 

（６９）第３７条の１１第２項の規定による認定電気使用者情報利用者等協会の認定の取消し等 
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第３７条の１１第２項の規定による認定電気使用者情報利用者等協会の認定の取消し等につ

いては、同項に取消し等の基準が規定されており、更に具体的な処分の基準を作成することが困

難であるため、基準は作成しない。 

 

（７０）第４０条の規定による事業用電気工作物の修理命令、使用停止命令等 

第４０条の規定による事業用電気工作物の修理命令、使用停止命令等の判断基準は、次のとお

りとする。 

① 事業用電気工作物（原子力発電工作物を除く。）のうち、発電用水力設備に関しては「発電用水

力設備に関する技術基準を定める省令」（平成９年通商産業省令第５０号。以下「水技省令」とい

う。）を、発電用火力設備に関しては「火技省令」及び「発電用火力設備に関する技術基準の細目

を定める告示」（平成１２年通商産業省告示第４７９号。以下「細目告示」という。）を、発電用

風力設備に関しては「発電用風力設備に関する技術基準を定める省令」（平成９年通商産業省令第

５３号。以下「風技省令」という。）を、発電用太陽電池設備に関しては「発電用太陽電池設備に

関する技術基準を定める省令」（令和３年経済産業省令第２９号。以下「太技省令」という。）を、

電気設備に関しては「電技省令」をそれぞれ基として個々の事例ごとに判断するものであるが、

それぞれ「発電用水力設備の技術基準の解釈」（別添１２。以下「水技解釈」という。）、「火技解

釈」、「発電用風力設備に関する技術基準の解釈」（別添１３。以下「風技解釈」という。）、「発電

用太陽電池設備に関する技術基準の解釈」（別添１４。以下「太技解釈」という。）、「電技解釈」

の該当部分のとおりである場合には、第４０条の規定による事業用電気工作物の修理命令、使用

停止命令等が発動されないものとする。 

② 事業用電気工作物のうち原子力発電工作物については、原子力安全に係る部分に関しては、原

子力規制委員会において、第４０条の規定による事業用電気工作物の修理命令、使用停止命令等

を発動すべきとの判断がなされない場合には、第４０条の規定による事業用電気工作物の修理命

令、使用停止命令等が発動されないものとする。ただし、省令第６２号第３４条第２項から第６

項までにおいて準用することとされている発電用原子力設備に関しては「火技省令」を、電気設

備に関しては「原子力電技命令」をそれぞれ基として個々の事例ごとに判断するものであるが、

それぞれ「火技解釈」の該当部分、「電技解釈」の相当部分の該当部分のとおりである場合には、

第４０条の規定による事業用電気工作物の修理命令、使用停止命令等が発動されないものとする。 

 

（７１）第４２条第３項の規定による保安規程の変更命令 

第４２条第３項の規定による保安規程の変更命令については、同項に命令の基準が規定されて

おり、更に具体的な処分の基準を作成することが困難であるため、基準は作成しない。 

 

（７２）第４４条第４項の規定による主任技術者免状の返納命令 

第４４条第４項の規定による主任技術者免状の返納命令については、同項に命令の基準が規定
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されており、更に具体的な処分の基準を作成することが困難であるため、基準は作成しない。 

 

（７３）第４８条第４項の規定による工事計画の変更命令及び廃止命令 

第４８条第４項の規定による工事計画の変更命令及び廃止命令については、次のとおりとする。 

① 事業用電気工作物（原子力発電工作物を除く。）のうち、発電用水力設備に関しては「水技省令」

を、発電用火力設備に関しては「火技省令」及び「細目告示」を、発電用風力設備に関しては「風

技省令」を、発電用太陽電池設備に関しては「太技省令」を、電気設備に関しては「電技省令」

をそれぞれ基として個々の事例ごとに判断するものであるが、それぞれ「水技解釈」、「火技解釈」、

「風技解釈」、「太技解釈」、「電技解釈」の該当部分のとおりである場合には、第４７条第３項第

１号に適合しているものとする。 

② 事業用電気工作物のうち原子力発電工作物については、原子力安全に係る部分に関しては、原

子力規制委員会において、第４０条の規定による事業用電気工作物の修理命令、使用停止命令等

を発動すべきとの判断がなされない場合には、第４０条の規定による事業用電気工作物の修理命

令、使用停止命令等が発動されないものとする。ただし、省令第６２号第３４条第２項から第６

項までにおいて準用することとされている発電用原子力設備に関しては「火技省令」を、電気設

備に関しては「原子力電技命令」をそれぞれ基として個々の事例ごとに判断するものであるが、

それぞれ「火技解釈」の該当部分、「電技解釈」の相当部分のとおりである場合には、第４０条の

規定による事業用電気工作物の修理命令、使用停止命令等が発動されないものとする。 

 

（７４）第５６条第１項の規定による一般用電気工作物の修理命令、使用停止命令等 

第５６条第１項の規定による一般用電気工作物の修理命令、使用停止命令等については、同項

の規定に基づき、発電用水力設備に関しては「水技省令」を、発電用火力設備に関しては「火技

省令」及び「細目告示」を、発電用風力設備に関しては「風技省令」を、発電用太陽電池設備に

関しては「太技省令」を、電気設備に関しては「電技省令」をそれぞれ基として、個々の事例ご

とに判断するものであるが、それぞれ「水技解釈」、「火技解釈」、「風技解釈」、「太技解釈」、「電

技解釈」の該当部分のとおりである場合には、同項の規定による一般用電気工作物の修理命令、

使用停止命令等が発動されないものとする。 

  

（７５）第５７条第３項の規定による調査実施等命令 

第５７条第３項の規定による調査実施等命令については、同項に命令の基準が規定されており、

更に具体的な処分の基準を作成することが困難であるため、基準は作成しない。 

   

（７６）第７６条の規定による登録適合性確認機関に対する登録基準適合命令 

第７６条の規定による登録適合性確認機関に対する登録基準適合命令については、第６９条第

１項各号に命令の基準が規定されており、更に具体的な処分の基準を作成することが困難である
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ため、基準は作成しない。 

   

（７７）第７７条の規定による登録適合性確認機関に対する改善命令 

第７７条の規定による登録適合性確認機関に対する改善命令については、同条に命令の基準が

規定されており、更に具体的な処分の基準を作成することが困難であるため、基準は作成しない。 

   

（７８）第７８条の規定による登録適合性確認機関の登録の取消し等 

第７８条の規定による登録適合性確認機関の登録の取消し等については、同条に取消し等の基

準が規定されており、更に具体的な処分の基準を作成することが困難であるため、基準は作成し

ない。 

 

（７９）第８０条の５の規定による登録安全管理審査機関の登録の取消し等 

第８０条の５の規定による登録安全管理審査機関の登録の取消し等については、同条に取消し

等の基準が規定されており、更に具体的な処分の基準を作成することが困難であるため、基準は

作成しない。 

   

（８０）第８０条の６において読み替えて準用する第７６条の規定による登録安全管理審査機関に対す

る改善命令 

第８０条の６において読み替えて準用する第７６条の規定による登録安全管理審査機関に対

する登録基準適合命令については、第８０条の３第１項各号に命令の基準が規定されており、更

に具体的な処分の基準を作成することが困難であるため、基準は作成しない。 

   

（８１）第８０条の６において読み替えて準用する第７７条の規定による登録安全管理審査機関に対す

る改善命令 

第８０条の６において読み替えて準用する第７７条の規定による登録安全管理審査機関に対

する改善命令については、同条に命令の基準が規定されており、更に具体的な処分の基準を作成

することが困難であるため、基準は作成しない。 

 

（８２）第８４条の５の規定による指定試験機関の役員又は試験員の解任命令 

第８４条の５の規定による指定試験機関の役員又は試験員の解任命令については、同条に命令

の基準が規定されており、更に具体的な処分の基準を作成することが困難であるため、基準は作

成しない。 

 

（８３）第８７条の規定による指定試験機関の指定の取消し等 

第８７条の規定による指定試験機関の指定の取消し等については、同条に取消し等の基準が規
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定されており、更に具体的な処分の基準を作成することが困難であるため、基準は作成しない。 

 

（８４）第９２条第２項の規定による登録調査機関に対する調査業務実施等命令 

第９２条第２項の規定による登録調査機関に対する調査業務実施等命令については、同項に命

令の基準が規定されており、更に具体的な処分の基準を作成することが困難であるため、基準は

作成しない。 

 

（８５）第９５条の規定による登録調査機関の登録の取消し 

第９５条の規定による登録調査機関の登録の取消しについては、同条に取消しの基準が規定さ

れており、更に具体的な処分の基準を作成することが困難であるため、基準は作成しない。 

 

（８６）第９６条の規定により準用する第７６条の規定による登録調査機関に対する登録基準適合命令 

第９６条の規定により準用する第７６条の規定による登録調査機関に対する登録基準適合命

令については、第９０条第１項各号に命令の基準が規定されており、更に具体的な処分の基準を

作成することが困難であるため、基準は作成しない。 

 

（８７）第９９条第２項の規定による業務規程の変更命令 

第９９条第２項の規定による業務規程の変更命令については、同項に命令の基準が規定されて

おり、更に具体的な基準を作成することが困難であるため、基準は作成しない。 

 

（８８）第９９条の１１の規定による卸電力取引所に対する役員の解任命令 

第９９条の１１の規定による卸電力取引所に対する役員の解任命令については、同条に解任命

令の基準が規定されており、更に具体的な基準を作成することが困難であるため、基準は作成し

ない。 

 

（８９）第９９条の１３の規定による卸電力取引所に対する監督命令 

第９９条の１３の規定による市場開設業務に関し監督上必要な命令については、同項に命令の

基準が規定されているところであり、より具体的には、例えば、以下のような場合とする。 

① 経済産業大臣の認可を受けた業務規程及び事業計画に基づかずに業務運営が行われている場合。 

② 売買取引において不正な行為が行われ、又は不当な価格が形成されていると認められる場合に

おいて、合理的な理由がないにもかかわらず、売買取引の制限その他の売買取引の公正を確保す

るために必要な措置を講じない場合。 

③ 売買取引数量等の公表等、電気事業法に基づき卸電力取引所が実施すべき業務について合理的

な理由なく実施していない場合。 

④ 取引参加者又は取引量を増加させる等、電気事業者に対する電力の卸取引の機会の拡大に向け
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た取組が、合理的な理由なく十分に実施されていない場合。 

⑤ 卸電力取引市場における市場価格が、発電費用や電力の需給状況からかけ離れた状態が継続し

ている状況において、卸取引の指標として用いられる適正な価格の形成を行うために必要な措置

を講じていない場合。 

 

（９０）第９９条の１４の規定による卸電力取引所の指定の取消し等 

第９９条の１４の規定による卸電力取引所の指定の取消し等については、同条各号に取消し等

の基準が規定されており、更に具体的な処分の基準を作成することが困難であるため、基準は作

成しない。 

 

（９１）第１０３条の２第３項の規定による届出者に対する特定計量の中止命令及び措置命令 

第１０３条の２第３項の規定による中止命令及び措置命令の判断基準については、同項に命令

の基準が規定されているところであり、より具体的には、個々の事例が同条第２項の経済産業省

令に定める基準に該当するか否かを判断するものであるが、「特定計量制度に係るガイドライン」

（別添１５）を遵守している限り、第１０３条の２第３項の規定による中止命令及び措置命令が

発動されないものとする。 

 

（９２）第１０７条の２の規定による独立行政法人製品評価技術基盤機構に対する命令 

第１０７条の２の規定による独立行政法人製品評価技術基盤機構に対する命令については、同

条に命令の基準が規定されており、更に具体的な処分基準を作成することが困難であるため、基

準は作成しない。 

 

第３ その他 

（１）第２７条の１３第６項（同条第８項において準用する場合を含む。）の規定による期間の延長 

第２７条の１３第６項（同条第８項において準用する場合を含む。）の規定による期間の延長に

係る基準は、例えば、次のような正当な理由がある場合とする。 

① 届出に係る供給地点が、異なる供給区域内に存在するため、供給区域毎に別々に審査を行わな

ければならず、審査事項が膨大となる場合 

② 届出を行った事業者及び届出に係る供給地点を供給区域に含む一般送配電事業者等の意見の相

違が大きい等の状況のため、審査を行うに当たって、関係者の意見を聴取し検証することにより、

審査内容が多岐にわたる場合 

 

 

附 則 

この処分基準は、平成１２年７月１日から施行する。 
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なお、本審査基準等の施行に伴い、「電気事業法に基づく通商産業大臣の処分に係る審査基準等につ

いて」（平成１２年・０３・１６資第１号）は、廃止する。 

 

附 則（平成15・11・17原第2号） 

この訓令は、平成１５年１２月３日から施行する。 

   

附 則（平成15・12・15資第4号） 

この訓令は、平成１５年１２月１７日から施行する。 

   

附 則（平成16・04・13資第20号） 

この訓令は、平成１６年５月１７日から施行する。 

  

附 則（平成16・09・10資第8号） 

この訓令は、平成１６年９月２２日から施行する。 

  

附 則（平成16・09・24総第2号） 

この訓令は、平成１６年１０月１日から施行する。 

 

附 則（平成17・05・24資第11号） 

１ この訓令は、平成１７年６月３０日から施行する。 

２ 電気事業法第１９条第５項及び第８項、第１９条の２第２項、第２２条第４項、第２３条第１項

及び第２項、第２４条の３第３項並びに第２４条の４第３項及び第５項に基づく通商産業大臣の処

分に係る処分基準について（平成１２・０３・１６資第２号）は、廃止する。 

 

附 則（平成17・12・21原第1号） 

１ この訓令は、平成１８年１月１日から施行する。 

 

附 則（平成20・06・23資第23号） 

１ この訓令は、平成２０年７月７日から施行する。 

２ この訓令による改正後の電気事業法に基づく経済産業大臣の処分に係る審査基準等第２（２１）

⑦の規定は、平成２２年８月１日から適用する。 

３ 前項の適用の日前においては、なお従前の例による。ただし、この訓令の施行の日を含む事業年

度の第二・四半期終了の日から一月を経過する日までに、当該事業年度及び当該事業年度の前二事

業年度（これらの事業年度において一般電気事業託送供給約款料金算定規則第１９条第１項又は第

１９条の１５第１項の規定により設定した料金を実施する場合は当該実施後の期間に限る。）にお
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いて発生した超過利潤又は欠損の額を平成２１年４月１日以降に開始する事業年度に係る超過利潤

累積額管理表における前期超過利潤累積額及び内部留保相当額管理表における前期内部留保相当額

に繰り入れる旨を表明した場合にあっては、この限りでない。 

 

附 則（平成22・01・13資第1号） 

この訓令は、平成２２年１月２１日から施行する。 

 

附 則（平成24・03・29資第2号） 

この訓令は、平成２４年４月２日から施行する。 

 

附 則（20120919商局第74号） 

この訓令は、平成２４年９月１９日から施行する。 

 

附 則（20121019資第8号） 

この訓令は、平成２４年１０月２３日から施行する。 

 

附 則（20130529資第4号） 

この訓令は、平成２５年６月２０日から施行する。 

 

附 則（20130702商第10号） 

この訓令は、平成２５年７月８日から施行する。 

 

附 則（20131205資第2号） 

この訓令は、平成２６年４月１日から施行する。 

 

附 則（20140331資第2号） 

この訓令は、平成２６年３月３１日から施行する。 

 

附 則（20140724資第3号） 

この訓令は、平成２７年４月１日から施行する。 

 

附 則（20140730資第4号） 

この訓令は、平成２６年８月１日から施行する。 

 

附 則（20150312資第3号） 
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この訓令は、平成２７年３月１６日から施行する。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この訓令は、電気事業法等の一部を改正する法律（平成２６年法律第７２号）の施行の日（平成

２８年４月１日）から施行する。 

（電気事業法第２条の２及び第２７条の１５の規定による経済産業大臣の登録に係る審査基準等の廃

止） 

２ 次に掲げる訓令は、廃止する。 

一 電気事業法第２条の２及び第２７条の１５の規定による経済産業大臣の登録に係る審査基準

（２０１５０７２８資第１号） 

二 電気事業法第２条の１７の規定により経済産業大臣が行う業務改善命令に係る処分基準（２０

１６０１２５資第２３号） 

三 電気事業法第３条の一般送配電事業の許可等に係る審査基準（２０１６０２１８資第１７号） 

四 電気事業法第６章の規定による経済産業大臣の卸電力取引所の指定等に係る審査基準等（２０

１６０３１０資第１９号） 

 

附 則（20161226資第1号） 

この訓令は、平成２８年１２月２６日から施行する。 

 

附 則（20170605資第46号） 

この訓令は、平成２９年６月１４日から施行する。 

 

附 則（20180330資第31号） 

この訓令は、平成３０年３月３１日から施行する。 

 

附 則（20190318資第6号） 

この訓令は、平成３２年４月１日から施行する。 

 

附 則（20190422資第37号） 

この訓令は、令和元年５月１３日から施行する。 

 

附 則（20200424資第23号） 

この訓令は、令和２年６月１日から施行する。 
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附 則（20200605資第39号） 

この訓令は、令和２年６月１２日から施行する。ただし、別添２の２．中（１５）を（１６）とし、

（５）から（１４）までを１項ずつ繰り下げ、（５）を加える改正規定は、強靱かつ持続可能な電気供給

体制の確立を図るための電気事業法等の一部を改正する法律（令和２年法律第４９号）附則第１条第２

号に掲げる規定の施行の日から施行する。 

 

附 則（20210126資第 6号） 

この訓令は、令和３年４月１日から施行する。ただし、第二（２）④及び（１４）③の改正規定は令

和３年２月１日から施行する。 

 

附 則（20210317保第 7号） 

この訓令は、令和３年４月１日から施行する。 

 

附 則（20210511資第 5号） 

この訓令は、令和３年５月１９日から施行する。 

 

附 則（20210706資第 1号） 

この訓令は、令和３年７月９日から施行する。 

 

附 則（20220323資第 1号） 

この訓令は、令和４年４月１日から施行する。 

 

附 則（20220530資第 43号） 

この訓令は、令和４年６月７日から施行する。 

 

附 則（20220823資第 1号） 

この訓令は、強靱かつ持続可能な電気供給体制の確立を図るための電気事業法等の一部を改正する法

律（令和二年法律第四十九号）附則第一条第四号に掲げる規定の施行の日から施行する。 

 

附 則（20221021資第 3号） 

この訓令は、公布の日から施行する。ただし、この訓令による改正後の電気事業法に基づく経済産業

大臣の処分に係る審査基準等第２（１５）は、この訓令の施行日以後に開始する事業年度に係る会計の

整理について適用し、施行日前に開始した事業年度に係る会計の整理については、なお従前の例による。 

 

  附 則（20230228保第 2号） 
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 この訓令は、高圧ガス保安法等の一部を改正する法律（令和４年法律第７４号）附則第１条第３号に

掲げる規定の施行の日（令和５年３月２０日）から施行する。 

 

附 則（20230323資第 6号） 

 この訓令は、安定的なエネルギー需給構造の確立を図るためのエネルギーの使用の合理化等に関する

法律等の一部を改正する法律（令和４年法律第４６号）の施行の日（令和５年４月１日）から施行する。 

 

附 則（20231030資第 6号） 

この訓令は、令和５年１１月１３日から施行する。 

 

附 則（20240327資第 9号） 

この訓令は、脱炭素社会の実現に向けた電気供給体制の確立を図るための電気事業法等の一部を改正

する法律（令和５年法律第４４号）の施行の日（令和６年４月１日）から施行する。 


